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環境方針環境方針
環境方針

日産自動車は、エネルギーや資源の使用効率を高め、多様性

や循環を促進しながら、お客さまに革新的な商品・サービス

を提供し、日産の環境理念である「人とクルマと自然の共生」

を目指していきます。

環境理念の実現に向けては、究極のゴール「事業活動やクルマ

のライフサイクル全体で生じる環境への依存と負荷を自然

が吸収可能なレベルに抑えること」と、われわれのありたい姿

*ハーマン・E. デイリー「持続可能な発展の経済学」を参考に作成

太陽光

熱を放出

・エネルギー効率の改善
・再生可能エネルギーへの転換

・材料使用量の削減
・再生可能、
　または再生された材料への転換

・移動効率の向上
・移動距離を拡大

地球が吸収可能なレベルに抑える
エミッションや廃棄物エネルギー

資源

社会・
経済活動

「シンシア・エコイノベーター(Sincere Eco-Innovator)」を
明確に定め、地球の未来に残すエコロジカル・フットプリントを

できるだけ小さくしなければなりません。

そして、われわれ一人ひとりが環境に対する正しい認識を深め

るとともに、人や社会、自然や地球を思いやる「やさしさ」を企

業活動全域に生かすことで、より豊かな社会の発展につながる

と考えています。

日産環境理念『人とクルマと自然の共生』

日産自動車は環境に対する正しい認識を深めるとともに、人

や社会、自然や地球を常に配慮しながらクルマづくりや販売

などすべての企業活動を行い、より豊かな社会の発展に貢献

します。

究極のゴール

事業活動やクルマのライフサイクル全体で生じる環境への

依存と負荷を自然が吸収可能なレベルに抑え、豊かな自然資

産を次世代に引き継ぎます。

われわれのありたい姿：「シンシア・エコ
イノベーター(Sincere Eco-Innovator)」
シンシア（誠実な）：環境問題に対し積極的に取り組み、環境

負荷を低減する。

エコイノベーター：持続可能なモビリティ社会の発展のため

に、お客さまに革新的な商品・サービスを提供する。
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昨今、環境や社会にかかわる課題は深刻さを増し、社会は貧

困や飢餓、エネルギー問題、気候変動、天然資源の確保や、情

報セキュリティ、平和を脅かす紛争問題などの課題に直面し

ており、これらの課題はWEF（World Economic Forum）で
も取り挙げられています。

こうした諸課題の解決を目指し、日産は、安全で安心かつ持

続可能なモビリティをすべての人にもたらし、社会に価値を

提供することがより一層重要になっていると認識しています。

その中でも気候変動問題は、毎年世界中で頻発している大

規模な自然災害の要因と捉えられており、これまで以上に

その影響を抑える必要性が高まっています。2021年から
2023年で発表されたIPCC（気候変動に関する政府間パネ
ル）の第6次評価報告書では、人為的な温室効果ガスの排出
が、地球温暖化を引き起こしたことに疑いの余地はないとし、

世界全体の平均気温の上昇を1.5℃に抑えるためには、もは
や一刻の猶予もなく対策の強化が必要であることが、改めて

強調されました。

2023年12月に開催された国連気候変動枠組条約第28回
締約国会議（COP28）では、気候問題と生物多様性問題の
解決を目指す世界目標達成のために、2030年までに自然の
喪失を食い止め、状況を逆転させ、化石燃料の迅速な段階的

廃止を進めるための、具体的な行動提案を含む野心的な目

標を設定することが提示されました。また、COP29では国際
的に協力して削減や吸収・除去対策を実施するパリ協定第6
条の完全運用化が合意されました。

また2022年12月に開催された第15回生物多様性条約締

約国会議(COP15)においては、生物多様性保全に向けた国
際的な目標を定めた昆明・モントリオール生物多様性枠組が

採択され、COP16ではその実施をモニタリングする枠組み
が議論されました。

自動車産業は、クルマの製造にあたり、鉄やアルミニウムを

はじめとする多くの資源を使用しています。また、近年の電動

化により、リチウムやニッケルなどの偏在する貴重な資源の

利用も拡大しつつあり、バリューチェーン全体において地球

環境に依存するとともに、影響を与えています。日産は気候

変動やエネルギー問題への対応、大気の質をはじめとする自

然資本の保全、鉱物資源の効率的な活用、化学物質管理、資

源枯渇への対応といった持続可能性に関する取り組みを行

うとともに、化石燃料依存からの脱却に向けたビジネス構造

の変革を推進することが重要と認識しています。

環境に対する認識環境に対する認識
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多様化する環境課題に対応しながら、グローバル企業として

包括的な環境マネジメントを推進するため、日産は各地域、

機能部署、さまざまなステークホルダーと対話・連携した組

織体制を構築しています。

グローバル環境委員会（G-EMC：Global Environmental 
Management Committee）において、バリューチェーン全
体をカバーする関係役員が出席し、全社的な方針や取締役会

への報告内容の決議などを行います。また、経営層は企業と

してのリスクと機会を明確にし、各部門での具体的な取り組

みを決定するとともに、PDCAに基づく進捗状況の効率的な
管理・運用を担っています。グローバル環境委員会での決議

事項はエグゼクティブ・コミッティを経て取締役会に報告さ

れ、取締役会が監督する役割を担っています。

並行して気候変動に関してはコーポレートリスクマネジメント

委員会にて論議され、内部統制委員会を通じても取締役会に

定期的に報告が行われるほか、現場レベルのリスク管理として

はISO14001認証をグローバル主要拠点で取得しています。
毎年発行するサステナビリティデータブックや環境格付け

機関からの質問への回答などを通じて、幅広いステークホル

ダーにその状況を発信しています。

サステナビリティ戦略に関する意思決定プロセス

お客さま
NGO・
NPO

地域社会・
将来世代

ビジネス
パートナー

政府・
地方自治体

  株主・
投資家

従業員

アドバイザリー・
ミーティング

etc.

監督 取締役会

内部統制委員会

コーポレート
リスクマネジメント委員会

サステナビリティ推進部

提案／報告 承認

エグゼクティブ・コミッティ執行

提案／報告 承認

サプライヤー
& 調達

生産
& 物流

セールス
& オフィス

使用、サービス
& ELV

製品
& 技術開発

グローバル環境委員会

組織体 役割 主な決議事項 開催頻度

グローバル
環境委員会
（G-EMC）

取締役会から権限委任（DOA)され、
全社的な環境方針などの決議を行う。

・環境に関わるトピックのリスク/機会の明確化
・目標の進捗管理
・扱うトピック例：
気候変動、自然依存、大気品質と水、生物多様性を
含む自然関連課題など

年2回

グローバル環境マネジメントのガバナンスグローバル環境マネジメントのガバナンス
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気候変動と業績連動型インセンティブ

当社は2021年度より、経営層の長期インセンティブ報酬の
ひとつである業績連動型インセンティブ（金銭報酬）*1にサ

ステナビリティに関連する評価指標を組み込むことで、中長

期的な企業価値および社会価値の向上を目指してきました。

2024年度には指標および配分の見直しを行い、気候変動に
関する一層の取り組み強化を図りました。

旧）2021年度～2023年度
カーボンニュートラルに関わる取り組みを評価する外部

指標（配分5%）

新）2024年度～
バリューチェーン全体をカバーするNGPの活動７領域に
おけるCO2排出削減量*2に基づくパフォーマンススコア

(配分10%) 

*1　社会課題への対応に関わる評価指標はこちらをご参照ください。　>>>P010
*2　NGPの活動7領域における CO2排出削減量についてはこちらをご参照ください。　＞＞＞P007

ISO14001によるマネジメント強化

日産ではグローバルに主要生産工場とその他非生産拠点で

ISO14001の認証を取得しています。日本においては、グロー
バル本社をはじめ、研究開発、生産、物流などすべての主要拠

点、および製品開発プロセスにおいて環境ISO14001の認証
を取得しました。環境統括者が定めた全社での統一目標を、地

区事務局を通して事業所ごとに従業員に共有しています。地区

事務局では各事業所や部門での活動内容や従業員からの提

案を束ねる役割を担います。また、全社を統括するISO事務局
と月に1回以上協議を実施し、目標に対する進捗の確認、ベス
トプラクティスの水平展開、マネジメントシステムの改善、次年

度計画の立案、事業所や部門からの要望の吸い上げなどを行

います。協議された内容や提案などは年2回（うち1回はマネジ
メントレビューにて）、環境統括者に報告し改善につなげていま

す。マネジメントが適切に機能していることを確認するために

第三者機関による外部審査を定期的に実施しています。さ

らに、内部監査において第三者機関による確認項目だけでは

なく、行政への届出など、遵法性を重点的に確認しリスクを洗

い出しています。

連結製造会社との協働

日本国内外の主要連結製造会社においては、ISO14001の
認証を取得し運営することはもちろん、各社の環境方針に基

づいた環境活動を推進しています。

販売会社との協働

また日産の環境活動に対して、お客さまから信頼と評価を頂く

ためには、販売店での環境配慮が不可欠だと考えています。

日本の販売会社は、ISO14001認証をベースとした日産独
自の環境マネジメントシステム「日産グリーンショップ」認定

制度を導入し、半年に一度、販売会社自らが内部審査を行

うとともに、日産自動車株式会社による1年ごとの「定期審
査」、3年ごとの「更新審査」を通じて、継続的な環境マネジメ
ントシステムの維持に努めています。2025年3月末時点で、
部品販売会社を含む全販売会社147社の店舗約2,700店を
「日産グリーンショップ」として認定しています。

認定された販売会社では、お客さまに環境への取り組みの

紹介などを行い、お客さまと積極的なコミュニケーションを

行っています。

従業員の環境意識の向上に向けて

日産の環境活動を支えるのは、従業員一人ひとりの環境知

識や意識、そして業務を遂行する技能（力量）です。日産は

ISO14001の活動の一環として、従業員および事業所や工
場で働く協力会社の従業員を対象に、「ニッサン・グリーンプ

ログラム2030(NGP2030)」に基づくカーボンニュートラル
の実現を目指したCO2排出量の削減、エネルギーや水使用

量の削減、廃棄物の削減のほか、環境事故防止についての教

育を毎年実施しています。

また工場では、環境リスク低減を実現する力量の継続的な向

上のために、教育や訓練に加え各従業員の定量評価を行い、

人財を育成しています。訓練内容は、常に必要な力量が身に
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つくよう年1回の見直しを行っています。
日本では、「NGP2030」や自動車産業を取り巻く環境課題
について理解を促進するため、入社時のオリエンテーション

や新任監督者や役員向けのコンプライアンス教育を実施し

ています。また環境への取り組みの新情報などを社内ポータ

ルサイトを通じて発信し、従業員への共有を図っています。

海外でも、社内ポータルサイトでの情報共有はもちろん、ビ

デオやイベントなど地域に合ったツールや機会を活用しなが

ら啓発活動や従業員への情報共有を図っています。

環境負荷物質を高い自主基準で低減

材料における環境負荷物質については、欧州ELV指令（使用
済み自動車に関する指令）や、2007年6月から欧州で施行さ
れている化学品に関するREACH規制*1、日本の「化学物質

の審査および製造等の規制に関する法律」などにより、各国

で使用制限の強化が求められています。日産では、厚生労働

省が2002年1月に定めた指定物質で、自動車車両を構成す
る物質の指針値を満たすことを目指し、2007年4月以降、日
本国内で生産・販売している新型乗用車に適用しています。

2019年1月に同省指針値が改定され、2022年以降発売の
新型車から新しい指針値を満たしています。

日産は、環境負荷物質の管理強化、計画的な削減、および代

替を推進しています。科学的にハザード（危害要因）が認定さ

れた、またはそのリスクが高いと考えられる物質や、NGOが
リスクを指摘している物質などを含めて検討し、各国の法規

*1　REACH規制：Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals
*2　OEM車を除く。
*3　PBDE：ポリブロモジフェニルエーテル
*4　CLP規制：Classification, Labelling and Packaging of Substances and Mixtures Regulation

よりさらに厳密な日産独自の物質使用方針を2005年に制
定、2007年よりグローバルに展開しています。使用を禁止ま
たは管理する化学物質については、日産技術標準規格「特定

物質の使用に関する制限」で規定し、開発初期段階から日産

車に使用する原材料、部品、用品のすべてに適用しています。

例えば、2007年7月以降にグローバル市場に投入した新型
車*2から、重金属化合物4物質（水銀、鉛、カドミウム、六価ク
ロム）および特定臭素系難燃剤PBDE*3類の使用を禁止もし

くは制限しています。

日産技術標準規格「特定物質の使用に関する制限」は、

グローバルの化学物質法規の動きと日産の自主基準物質の

追加に基づいて、毎年改定しています。2017年度の改訂に
あたっては、法規を先読みしてコンプライアンスレベルを高め

るハザードとリスクに関して再評価した基準を設定しました。

日産はサプライヤーとともに、サプライチェーン全体で情報

伝達と管理の仕組みを構築して運営しています。例えば欧州

で生産・輸入するクルマや部品については、REACH規制に
適合するためユーザーなどへの情報提供や官庁への登録・

届出を行い、CLP規制*4にも対応しています。

日産の拠点における行政処分および指導

2024年度の環境マネジメントシステムの活動について、重
大な環境法令違反や行政処分を受けた事案はありませんで

したが、下水排水基準値または協定値の超過が発生しまし

た。設備改善およびモニタリング体制の強化により再発防止

を行っていきます。
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日産は、グローバルな環境課題の解決に対し確実に貢献する

ため、世界の環境有識者、投資家、NGO／NPOなどの団体
と直接論議し、自社の潜在的な機会とリスクを分析していま

す。また分析範囲はグローバルな自動車メーカーとして、自

社の活動だけでなく上流・下流での活動も責任範囲と捉え、

クルマの原材料の調達から輸送、廃棄、リサイクル、走行時な

ど、サプライヤーを含むバリューチェーン全体を対象としまし

た。こうした対象範囲はENCORE*1の依存と影響の産業別

ガイドと比較し、上流・下流での活動を影響範囲に含むこと

日産のバリューチェーン

オフィス・販売店開発／生産
(部品製造／車両生産)

物流
(イン／アウトバウンド)

調達
(材料採掘・製造／部品製造)

リパーパス・リユース
燃料・電力製造

クルマの使用
リサイクル

廃棄

*1　ENCOREについての詳細はこちらをご参照ください。 https://www.encorenature.org/en
*2　環境を含むサステナビリティのマテリアリティは、こちらをご参照ください。　>>>P004
*3　中期環境行動計画「NGP2030」についてはこちらをご参照ください。　>>>P024
*4　国連のミレニアム生態系評価に基づき、世界資源研究所が世界経済人会議とメリディアン・インスティテュートとの協力のもとに作成。
*5　「Ecosystem Services and the Automotive Sector」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/ENVIRONMENT/GREENPROGRAM/FOUNDATION/NGO/ASSETS/PDF/nissanEcosystem_web.pdf

は妥当と判断しました。それをもとに取り組むべきマテリアリ

ティ*2を特定し、日産の中長期的な環境戦略として取り組む

べき重要領域として「気候変動」「資源依存」「大気品質と水」

を設定し、2030年までの具体的な行動計画*3を策定してい

ます。これらの領域は相互に関連しており、包括的に取り組む

ことで、生物多様性を含む自然資本の課題を解決できると考

えています。また、脱炭素の移行にあたり発生する影響を把握

し、負の影響を与えない公正な移行（just transition）を考慮し
た活動を進めていき、カーボンニュートラルを実現します。

自然関連課題への取り組み

2001～2005年に実施された 「ミレニアム生態系評価」の
報告書では過去50年間に、世界の生態系の劣化がかつてな
いほどの速度と規模で進行していると指摘されました。これ

を受け、日産は早くから材料資源の採掘、車両生産、車両走

行に至るバリューチェーン全体での自然への依存と影響の

評価を実施しています。国連大学とともに、「企業のための

生態系サービス評価」*4の手法を用いて、自社の活動が生

態系へもたらす依存と影響を把握する研究を行い、2010
年にはその成果を報告書「Ecosystem Services and the 
Automotive Sector(ESAS)」*5として発表しました。これら

はマテリアリティの判断にも反映され、「ニッサン・グリーン

プログラム(NGP)」の方針や戦略として具体的なアクション
に落とし込まれています。また日産は経団連生物多様性宣言

イニシアチブにも参画をしています。

戦略的アプローチ戦略的アプローチ

https://www.encorenature.org/en
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/ENVIRONMENT/GREENPROGRAM/FOUNDATION/NGO/ASSETS/PDF/nissanEcosystem_web.pdf
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TNFD*1について

2021年、2022年に開催されたCOP15では、2030年まで
に生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せ

るというネイチャーポジティブの方向性が明確に示されまし

た。また、2023年には、自然資本等に関する企業のリスク管
理と開示枠組みを構築する国際的な組織であるTNFD（自然
関連財務情報開示タスクフォース）が、最終提言を公表しまし

た。この提言には、企業活動と自然との関係性を評価し、適切

な情報開示を行うためのフレームワークが示されています。

日産はTNFDの提言に賛同し、その活動を支援するTNFD
フォーラムに参画しました。そして2024年度から、TNFDの
提言に基づいた開示の準備を進めています。TNFDに基づ
いた開示とその拡大計画についてグローバル環境委員会

で役員の了承を得るとともに2025年1月にはTNFDアダプ

バリューチェーン分析の結果

NGP重要課題と関連あり
High
Middle
Low

上流 下流
調達

物流
生産

販売 　クルマの使用 廃車
材料採掘 材料製造 部品の製造 車両生産

鉄鉱石、磁石 非鉄金属
（ボーキサイト、Ni, Co, Mg,など) 原油 天然ゴム 鉄鋼 非鉄金属

（Al、Ni, Co, Mg,など)
プラスチック
および合成ゴム ガラス 船輸送 トラック

輸送 半導体 バッテリー、
駆動用モーター

その他
自動車部品

自動車、
エンジン

ディーラー
での販売 ガソリン 電力

（化石燃料）
電力

（太陽光） リユース リサイクル

自
然
へ
の
依
存

地球規模の気候調整

降雨パターンの調整

淡水供給

水質の浄化

自
然
へ
の
影
響

GHG排出量

固形廃棄物の発生・排出 　　　
水使用量

有害汚染物質の水・土壌への排出

GHG以外の大気汚染物質の排出量

直接操業

*1　TNFD：Taskforce on Nature-related Financial Disclosures
*2　TCFD/TNFD対照表についての詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2025/TCFD/
*3　TNFDが推奨する自然課題へのプロセス、自然との接点、自然との依存関係、インパクト、リスク、機会など、自然関連課題の評価のための統合的なアプローチ。スーピングを経て、Locate（発見する）、Evaluate（診断する）、Assess（評価する）、Prepare（準備する）のステップを踏む。
*4　自然関連リスクを調査し、依存度や影響を理解する際役立つオンラインツール　https://encorenature.org/en
*5　WRI Aqueduct Water Risk Atlas についての詳細はこちらをご参照ください。　https://www.wri.org/aqueduct
*6　IBATについての詳細はこちらをご参照ください。　https://www.ibat-alliance.org/
*7　WWF Water Risk Filterについての詳細はこちらをご参照ください。　https://riskfilter.org/water/home

ターに登録をしました。開示提言に沿ってガバナンスなどの開

示も強化しています。*2

LEAP*3分析について

TNFDが推奨するLEAP分析に基づき、当社の事業活動にお
ける自然への依存度や影響、関連する機会とリスクについて

分析を行いました。

LEAP分析におけるEvaluate（診断する）のプロセスでは、
ENCORE*4を使用しバリューチェーンにおける包括的な自

然関連課題を認識、評価を行うための分析を実施しました。

材料資源の採掘、車両生産、車両走行に至るバリューチェーン

全体を網羅し、調達、物流、生産、販売、クルマの使用、廃棄の

6つのフェーズにおける主要な材料、部品、工程を通じた自然
への依存と影響の評価を行いました。

その後、日産がまず責任を果たすべき直接操業を中心に

WRI Aqueduct Water Risk Atlas*5、Integrated Biodiversity 
Assessment Tool (IBAT*6）やWWF Water Risk Filter*7

を用いて詳細な分析を行いました。

その結果、自然への依存や影響の大きい領域はNGPで重要課題
として取り組んでおり、NGPの資源や水に関する目標が自然関連
の主要な対策を網羅していることが確認されました。（下図参照）

日産ではTNFDに先がけて自然の依存と影響を評価し、取り
組んでいますが、その内容はTNFDとも整合しており、NGP
が自然課題への対応として有効に機能していることが確認で

きました。日産はこれまで通り、事業に関連の深い分野（気候

変動、資源、大気品質と水）から自然課題に取り組み、NGPの
目標の達成に向け活動を推進していきます。

また今後はLEAPの詳細分析をバリューチェーンに拡大し、
特にリスクが高い上流での依存や影響、リスクや機会の特定

をし、具体的な対策の検討をしていきます。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2025/TCFD/
https://encorenature.org/en
https://www.wri.org/aqueduct
https://www.ibat-alliance.org/
https://riskfilter.org/water/home
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気候変動シナリオ分析を用いた
2050年社会への戦略強化
2015年、国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）
は、世界の気温上昇を2℃よりも「十分に低く」抑えることを掲げた
枠組み（パリ協定）を採択、2021年のCOP26では、「気温上昇を
1.5℃に制限するための努力を継続することを決意する」と「1.5℃
に制限」をより強調するとともに「世界全体の二酸化炭素排出量を

今世紀半ば頃には実質ゼロにすること」が追記されました。また、

パリ協定と同じく2015年に国連が採択した「持続可能な開発目標
（SDGs）」でも、気候変動への具体的な対策が求められています。
日産の環境への取り組みは、長期ビジョンからバックキャスト

したマイルストーンを確実に達成することで継続的な成果

を収めてきました。しかし、気候変動に関する政府間パネル

(IPCC)の報告書から2℃シナリオに基づいた長期ビジョンを
策定した2006年と比較し、気候変動による異常気象の脅威
は一段と高まっています。不確実性が拡大する中でさらにレ

ジリエントな戦略の強化が必要と考えています。

強化に向けて実施したシナリオ分析は、2050年までのタイ
ムホライズンにおける国際エネルギー機関（IEA*1）が提示し

た4℃と2℃シナリオ、およびIPCCの1.5℃特別報告書に基
づいた社会を想定しました。さらにお客さまや市場の受容性

変化、自動車にかかわる規制の強化、クリーンエネルギーへ

の移行を因子として考慮し、日産の事業活動や商品、サービ

スについて、気候変動がもたらす機会とリスクに対する戦略

のレジリエンス性を以下の4つのステップで検討しました。

*1　 IEA：International Energy Agency
*2　TCFD：The Task Force on Climate-related Financial Disclosures

検討のステップ

1. 過去のマテリアリティの評価や、文献調査などで気候変動
によって自動車セクターに決定的な影響を与え得るリス

ク要因を調査し、人口・経済・地政学、気候変動政策、技術

などの区分でメインドライバーを定義

2.メインドライバーは物理的リスクと移行リスクに分類さ
れ、それぞれがトレードオフの関係にあることを考慮し、

地球の平均気温の上昇を1.5℃、2℃、4℃と3種類のシナ
リオで検討し、2℃シナリオを基準とした場合のとして、
1.5℃、4℃シナリオのリスク振れ幅を確認

3. 自動車セクターへの影響度合いとその時間軸をもとに、メ
インドライバーから影響力の高い項目をスクリーニング

4. シナリオごとの変化、状態、影響を整理し、戦略強化に必要
な要素を定性評価に基づいて導出

次ページに示す通り、日産はグローバルな自動車企業として170
以上の市場で生産にかかわる施設や、商品を展開しているため、

各市場のインフラや規制、実際の使われ方が異なる状況を想定し

ました。この想定の検証結果として、日産の電動化技術を始めと

する取り組みは想定されるすべてのシナリオ（1.5℃/2℃/4℃）の
リスクに対応可能で、さらに機会を生み出す見込みがあり、企業と

してのレジリエンス性があると認識しました。そのため、これらの

技術の具現化に向けた取り組みをさらに加速させていきます。

特にリスク対応にはサプライチェーンと一体となった活動が必

要不可欠です。社会全体の気候変動対策が遅れた場合、考えら

れるリスクは、脱炭素社会へのさらなる政策や法規制、研究開

発業務の増加、市場需要や企業評判の変化による移行リスク、

異常気象災害の増加や海面の上昇といった物理的リスクなどが

あり、それぞれへの対応にかかるコスト増とクルマの販売成績

の低下によって財務状況に大きな影響を及ぼす可能性があり

ます。このようなリスクを少しでも回避し、将来の機会創出に向

け、シナリオ分析から得られた知見を実際のアクションに落とし

込み、レジリエンス性を拡大した戦略を加速させていきます。ま

た、ゼロ・エミッション車の拡大は、自動車セクターとして脱炭素

社会に移行する大きな方策としてだけでなく、電力マネジメント

や減災・防災における社会のレジリエンス性にも寄与する機会

であり、社会への価値創造とビジネスの両立を可能にします。

こうした影響や検討した戦略を、投資家などのステークホル

ダーにより分かりやすく的確に伝えることが重要だと考え、

日産はTCFD*2提言を支持するとともに、その推奨される枠

組みに沿った情報開示に努めていきます。
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想定したシナリオと関連機会とリスク
想定
シナリオ

影響
領域 種別 気候変動が事業活動に与える機会とリスク

発生の
時間軸*1 

財務
インパクト*2 

影響を与える
バリューチェーン NGP2030活動領域 取り組み内容

1.5℃

政策
規制

移行
リスク

さらなるクルマの燃費や排出ガス規制の強化へ対応し、
電動パワートレイン技術の開発や生産コストへ影響を与える可能性 中期～長期 大 開発/生産

クルマの使用
気候変動
大気品質

・電動車による持続可能な社会の構築(P034～)
・排出ガス規制への対応状況（乗用車のみ）(P043～)
・大気品質に関する実績(P058～)

移行
リスク

炭素税の拡大によるエネルギーコストの負担増加と、
対策としての省エネルギー設備への投資拡大 中期～長期 大

開発/生産
物流

オフィス販売店
気候変動 ・生産工場でのカーボンニュートラルロードマップ、

「ニッサン インテリジェント ファクトリー」(P045)

技術

移行
リスク

車載電池などのEV関連技術や、自動運転技術の拡大など
次世代自動車技術の採用によるコスト影響 中期～長期 大 開発/生産 気候変動 ・次世代バッテリー(P036)

・高度運転支援技術 －プロパイロット－(P073)

移行
リスク

車載電池材料である希少金属の需要拡大による
サプライチェーンへの影響やその安定化のためのコスト増加 中期～長期 中 調達 サステナブルマテリアルの拡大

責任ある調達の実施

・使用済み自動車（ELV)のリサイクル、
希少資源の再利用(P055)
・責任ある調達の実施(P031～)

市場

移行
リスク

消費者の意識変化による、公共交通機関や自転車の選択や、
モビリティサービスへの移行による新車販売台数減少の可能性 中期～長期 小 開発/生産

クルマの使用
気候変動
クルマの活用

・新しいモビリティを活用した
まちづくりの実証実験(P091)

機会
EVのエネルギー充放電力技術であるV2X(Vehicle to Everything)
による電力マネジメント機会の提供拡大とEV価値の再認識
(特にV2G（Vehicle to Grid）において)

中期～長期 小～中 開発/生産
クルマの使用 エネルギーマネジメント機能の拡大 ・EVを活用したエネルギーエコシステム(P040)

・英国での「Vehicle to Grid（V2G）」技術導入(P041)

4℃ 異常
気象

物理的
リスク

大雨、渇水など異常気象による、サプライチェーンや生産拠点の
操業への影響と、損害保険料や空調エネルギーの費用の増加 短期～長期 大 調達

生産
気候変動

生産拠点での水リスク管理の強化
・リスクマネジメント体制(P131)
・水に関する実績(P057)

機会 防災・減災対策として、EVバッテリーを使用した
緊急電源確保のニーズが増大 短期～長期 小～中 開発

クルマの使用 エネルギーマネジメント機能の拡大 ・ブルー・スイッチの展開(P091)

想定した気候変動シナリオ

想定したシナリオはIEAのNZE*3シナリオ・報告書、IPCCの代表的濃度経路（RCP*4）や共通社会経済経路（SSP*5）などを用いました。
・1.5℃シナリオ：急激な緩和策が要求されるが、長期的には持続可能な社会に移行する。
参照：IEA NZEシナリオ、IPCC Special Report 1.5

・4℃シナリオ：気候変動被害が深刻かつ大規模化し、適応に追われながら緩和策が強制される。
参照：IPCC RCP 8.5、IPCC SSP 3

*1　発生の時間軸：短期（～1年）、中期（～3年）、長期（3年以上）
*2　売上高に与える影響度
*3　NZE: Net Zero Emissions

*4　RCP: Representative Concentration Pathways
*5　SSP: Shared Socio-Economic Pathways
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炭素税の影響による財務インパクト評価

既に開示しているシナリオ分析をもとに、財務インパクト評価

を2021年度に実施しました。炭素税の影響についての評価
結果は以下の通りです。

財務インパクト評価のシナリオ選定背景

二酸化炭素排出に対する価格付けが進み、炭素税を導入す

る国・地域が拡大しています。国・地域により、課税の水準や

対象となる業種も異なりますが、企業に対する影響が大きい

ため、この分析では炭素税による財務インパクトを対象と

します。

算定式と試算額の評価、前提条件

試算では、日産の炭素税予測の基礎としてIEAレポートなど
を参照しています。

2030年時点のGHG排出量の炭素税を、次の条件で算出し
ています。

①2018年時点の企業活動が継続された場合
②NGPによる環境課題への取り組みが促進され、単年度で
の炭素税の影響を抑えた場合

*1　ライフサイクルアセスメントの評価結果はこちらをご覧ください。　>>>P037

事業展望の影響度

NGPによる環境課題の取り組みを実施した場合、GHG排出
量を削減しなかった場合に比べ、スコープ1&2で炭素税の影
響を約100億円抑えることができると試算されました。

リスク：炭素税の拡大影響

エネルギーコストの負担増加

2030年時点のCO2排出量に対する
単年度当たりの炭素税額

2018年時点の
企業活動が継続されたと

仮定された場合

NGPによる
環境課題への取り組みが

促進された場合

単年度で抑えられる炭素税の影響：約100億円

ライフサイクルアセスメント（LCA）
手法を活用した環境負荷の低減

日産はライフサイクルアセスメント（LCA：Life Cycle 
Assessment）によって潜在的なリスクを抽出しています。*1

クルマの使用時のみならず、製造に必要な原材料採掘の段

階から、製造・輸送、リユースまたは廃車のリサイクルに至る

すべての段階（ライフサイクル）において環境負荷を定量的

に把握し、包括的な評価をしています。

また、日産は、2010年から社団法人産業環境管理協会による
第三者認証を取得し、2013年からはLCAの算出手順について
ドイツの第三者機関テュフ ラインランドによる認証に切り替え、
現在も継続して取得しています（2023年12月更新）。この認証
は、ISO14040／14044の規格に基づいており、製品ライフサイ
クルにおける日産の環境負荷の算出手順を保証するものです。

この算出手順に基づいて、影響の大きいグローバルのトップ販売

モデルを中心に継続してLCAを実施し、台数ベースでのカバレッ
ジは、グローバルで約80％、欧州では約90％に達しています。
LCAの継続的な実施を通じて、クルマのライフサイクルにお
ける環境負荷の可視化・低減を推進していきます。

製造・輸送原材料の採掘

クルマの利用リユース、または
廃車のリサイクル

クルマの
ライフ
サイクル
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中期環境行動計画「NGP2030」の
取り組むべき重要課題とチャレンジ

日産は、環境理念である「人とクルマと自然の共生」を実現

するため、中期環境行動計画「ニッサン・グリーンプログラム

（NGP）」を2002年に制定しました。この計画は、環境への
依存と影響を自然が吸収できる範囲に抑え、環境にポジティブ

なインパクトを与える価値創造を究極のゴールとしています。

2023年度に策定した第五世代「NGP2030」は、持続可能で
自然と調和した社会の実現に向けて、活動を強化・推進して

います。マテリアリティ評価に基づき、「気候変動」「資源依存」

「大気品質と水」を「NGP2030」における重要課題に設定し、
コンプライアンスはもとより、社会的要求かつ長期的視点に基

づき、上記3つの重要課題にチャレンジしています。さらにそれ
ぞれの活動の説明責任を果たすため、トレーサビリティを通じ

た「基盤」の強化にも取り組んでいます。「気候変動」の目標策

定にあたっては、最新のIPCC（気候変動に関する政府間パネ
ル）に基づいて長期のCO2削減量を試算し、先述の気候変動

シナリオ分析を踏まえながらバックキャスティングした目標を

定めました。重要課題に関連する取り組みの指標や進捗は、毎

年開示します。日産は、クルマづくりに携わる開発・生産部門

のほか、セールス・サービス部門を含む企業全体で、環境課題

に関する取り組みを加速させると同時に、基盤を強化し、社会

価値の創出に取り組みます。

「NGP」の進化

2023年 NGP2030 人々の生活が、持続可能で
自然と調和できる社会創りを目指す

社会課題の解決と、より豊かな
社会の実現に向けて行動する

資源の効率的かつ持続的な利用と、モビリティ活用を最大化
する仕組みを創造し、サーキュラーエコノミーを推進します

新規採掘資源依存ゼロ

資源依存

少ないエネルギーで
資源を循環利用

クルマを資源として
最大活用

サステナブル
マテリアル比率

40%（日・米・欧・中）

新車EVへのエネルギー
マネジメント機能搭載率

100%（日・米・欧）

「NGP2030」 目標

「NGP2030」の重要課題

クルマの電動化、革新的なモノづくりにより、バリューチェーン
全体でカーボンニュートラルを目指します

カーボンニュートラル

気候変動

グローバル

4地域※

グローバル -32.5%

-50%
（g-CO2/km）

※日本、米国、欧州、中国

日産の
ライフサイクル全体 クルマの使用

-30%
（t-CO2/台数）

生産

-52%
（t-CO2/台数）

グローバル

「NGP2030」 CO2低減目標（2018年度比）

地域の課題を考慮した水使用量の削減と水質管理を推進し、
また、クルマと事業活動からのエミッションを最小化し大気
品質に対する影響を低減します

ゼロインパクト／ゼロリスク

大気品質と水

※Volatile Organic Compounds：揮発性有機化合物 

生産拠点での
水リスク管理の強化 大気品質

ハイリスクサイト数の
ゼロ化

・クルマからのエミッション削減
（テールパイプ以外含む）
・生産拠点でのVOC※管理
・車室内空質の管理

「NGP2030」 目標

ニッサン・グリーンプログラムニッサン・グリーンプログラム
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気候変動

カーボンニュートラル社会の実現に向けた
日産の取り組み

自動車産業は、化石燃料への依存からの脱却を進めCO2排

出量の削減に取り組むことが求められており、そのビジネス

構造は大きく変化しつつあります。日産は2050年カーボン
ニュートラルを宣言し、クルマの電動化や企業活動のイノ

ベーションに注力し、サプライヤーと協力して目標達成に向

けた活動を推進しています。

再生可能エネルギーや充電インフラの拡大に合わせて、クル

マの電動化を進め、事業活動の持続可能性を追求すること

で、カーボンニュートラルな未来を実現していきます。

ライフサイクルでのCO2排出量

オフィス・販売店開発／生産
(部品製造／車両生産)

物流
(イン／アウトバウンド)

CO2

調達
(材料採掘・製造／部品製造)

リパーパス・リユース
燃料・電力製造

クルマの使用
リサイクル

廃棄

35,302kton-CO2

223,143kton-CO2

企業活動からのCO2排出量：4,783kton-CO2

基準年：2018年

「NGP2030」は1.5℃シナリオ実現に向けて気候変動の取
り組みを加速し、CO2排出量の削減や電動化技術の実用化

など環境対応と社会的価値の創出に取り組んでいます。

ライフサイクルでのCO2排出量削減の
取り組み

日産は、自動車のライフサイクル全体でCO2排出量の削減に

取り組んでいます。

原料採掘から製造、輸送、製品の使用、廃棄までのすべて

の段階でCO2削減を実現するため、サプライヤーを含むバ

リューチェーン全体で新たな技術開発や再生可能エネル

ギーの導入を推進しています。

そのため、「NGP2030」では、調達、生産、物流、オフィス、販
売会社、製品の各活動領域ごとにCO2削減を進め、ライフサ

イクル全体のCO2排出量を2018年基点で30％削減するこ
とを目指しています。

2024年のライフサイクルでのCO2排出量は、2018年度と
比べ12%の削減となりました。

ライフサイクルにおける長期ビジョン

30%

100%

（%）
100

80

60

40

20

0 2018
基点

2030 2050
（年）

販
売
台
数
当
た
り

CO2 

排
出
量
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企業活動を通じた取り組み

企業活動を通じた取り組みに関する方針・
考え方

2018年、IPCC1.5℃特別報告書では、世界の平均気温上
昇を産業革命以前から1.5℃以内に抑えることの必要性と、
2050年にはネットゼロ実現の必要性が示されました。
日産はIPCCの報告内容をもとに2030年までに必要なCO2

排出総量(スコープ1・2)の削減率を50%以上（2018年比）
と試算しました。

この1.5℃目標の達成を目指し、「NGP2030」における企業
活動の取り組みでは、それぞれの領域でCO2排出量削減を

着実に実行するため、生産、オフィス、販売会社の活動領域別

に原単位CO2削減目標を設定しています。

スコープ1・2における長期ビジョン

2018 2030

削減率≥50%

2050
（年）

G
H
G
排
出
量
総
量

特にスコープ1・ 2排出総量の約9割を占める生産領域で
は、2030年までに52％削減（生産台数あたり、2018年比）
が必要と試算し、NGPの目標に落とし込んでいます。

生産活動における長期ビジョン

52%

100%

（%）
100

80

60

40

20

0 2018
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2030 2050
（年）

台
数
当
た
り

CO2 

排
出
量

目標達成に向けたアプローチは、まず使用エネルギーの測

定・管理と省エネ活動により消費エネルギーを最小限に抑え

ます。

次に、化石燃料を使用中の生産設備に対し可能な限り電化や

カーボンフリーエネルギーへの代替を進め、機会創出を目指

して技術開発を推進し1.5℃目標の達成を目指します。
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製品を通じた取り組み

気候変動に関するアプローチ

クルマの走行中に排出されるCO2は、ライフサイクル全体の

80％以上を占めています（2024年時点）。この影響を最小
限に抑えるため、日産はCO2排出量の少ないクルマを開発

し、お客さまに継続的に提供することに取り組んでいます。

パワートレイン別CO2排出量比較（WtW）*1

再生可能
エネルギー
からの
電気使用

（%）
100

80

60

40

20

0 ICE
（内燃機関車）

e-POWER車 電気自動車
（EV）

燃料電池車
（FCEV）

オフセットの
適用を検討

CO2排出量削減に最大限取り組んだ後、回避できないCO2

排出についてはカーボンオフセットの適用を検討し、ライフ

サイクル全体での目標達成を目指します。

*1　日産は、WtW（Well to Wheel：燃料の採掘からタイヤを駆動するまでの過程）でCO2排出量の低減に取り組んでいます。

製品による環境負荷低減に関する取り組み

日産は、製品を通じて環境負荷を低減するために、さまざま

な技術革新を通じて電動車のイノベーションを推進します。

さらに、電動車ラインナップを強化し、多様な顧客ニーズと各

市場の電動化のスピードに対応した、バランスの取れた製品

ラインナップを構築します。また、車両電動化技術は、乗用車

だけではなく、商用車にも適用されます。

日産は、革新的な製品の提供を通じて、事業基盤の一つとし

てのサステナビリティのさらなる進化を追求します。

製品のCO2排出削減シナリオ

長期ビジョン

2050年までに事業活動を含むクルマのライフサイクル全体
でのカーボンニュートラルを目指します。

「NGP2030」目標
2030年に2018年比で、グローバルでCO2を32.5%、4地
域(日本、米国、欧州、中国)で50%の削減を目指します。

新車からのCO2排出量（4地域:日本、米国、欧州、中国）
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資源依存

資源依存に関する方針・考え方

日産は、サーキュラー・エコノミーの考え方を取り入れ、資源

をクルマのライフサイクル全体にわたり効率的かつ持続

日産のサーキュラー・エコノミー

再利用、
省資源を考慮

少ないエネルギーで資源の循環利用 クルマを最大活用

リサイクル  リビルト  リユース  リペア

サステナブルマテリアル
❶新規採掘資源でない材料
❷循環利用可能な新規材料

設計
調達
生産

コネクテッド

ビヨンドモビリティ

少ないエネルギーで資源を循環利用
設計・調達・生産段階から資源の再利用や省資源を考慮し、

リサイクルされた材料の積極的な使用、化学物質の適正

な管理、車体の軽量化に継続的に取り組みます。

また、より少ないエネルギーで資源の有効利用を推進する

ため、新車へのリサイクル材料の適用だけでなく、お客さま

の修理・交換部品への循環部品の適用やEV用バッテリー

の二次利用も引き続き拡大していきます。さらに、将来の

持続可能な資源利用も考慮し、新規資源を使用する場合

にも、資源の循環性を考慮した材料の採用を進めます。

クルマを資源として最大活用
クルマの走行に際してはライドシェアなどの新たなサービス

を通じたモビリティとして、駐車時はバッテリーの電力を家

や社会とシェアするエネルギー源として、クルマの最大限

の活用を目指します。

電力

モビリティ

テレマティクス

新車EVへのエネルギー
マネジメント機能搭載率

100% (日・米・欧)

「NGP2030」目標
サステナブル
マテリアル比率

40% (日・米・欧・中)

「NGP2030」目標

*1　リサイクル材、バイオ材など
*2　サステナビリティ要件の詳細はニッサン・グリーン調達ガイドラインをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/GREEN_PURCHASING/

的に活用するとともに、お客さまや社会へ提供する価値を

最大化することを目指します。

サステナブルマテリアルの考え方

日産独自の下記要件を満たす、「新規採掘資源でない材料

（①）*1」と「新規材料でも継続的に循環利用可能な材料

（②）」をサステナブルマテリアルと定義し、利用拡大に取り

組んでいます。新車や交換部品への適用を促進することで、

将来にわたる循環資源の確保と拡大を目指します。

サステナビリティ要件*2

・低CO2材料　　　　・毒性のない材料
・倫理的に調達された材料

サステナブルマテリアルの長期ビジョン
サステナブルマテリアル適用比率

20% 32%
NGP2030
目標

40%
サステナブル
マテリアル
適用率

100%

（%）
100

80

60

40

20

0 2010 2023 2030 2050 (年)

エネルギーマネジメントの考え方

EVは、駐車時にバッテリーの電力を自宅や社会とシェアする
ことで、電気代の節約、再生可能エネルギーの地産地消、災害

時のバックアップ電源など、資源としてクルマを有効活用する

ほか、地域社会のエネルギー供給へも貢献します。電力をシェ

アするためには、EVに双方向充電への対応やテレマティクス
との連携などのエネルギーマネジメント機能が必要となり、

2030年までに全新車EVに本機能の搭載を目指します。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/GREEN_PURCHASING/
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水

水の管理に関する方針・考え方

世界的な人口増加や経済発展などにより、水の需要が増え

ることが予測されています。また異常気象によって雨の降り

方が変化しており、安定した水の供給に対する社会の関心は

年々高まっています。

日産では、塗装や洗浄工程および冷却水として多くの水を使

用します。日産は取り組むべき水リスクのマテリアリティ(重
要課題)を「日産が水リスクへ与えるインパクト」と「水リスク
から日産へのインパクト」の2側面から分析し、「渇水」と「排
水の水質」を優先的に取り組むべき重要課題と特定しまし

た。日産は、水リスクの評価を優先リスクについては毎年、そ

の他のリスクに関しても定期的に見直しながら、事業を行っ

ている地域での水環境への依存と影響を低減していきます。

日
産
が
水
リ
ス
ク
へ
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト

水リスクから日産へのインパクト

評判

生態系 取水の水質

洪水に関連する
環境事故WASH

(飲水、衛生、トイレ)

大きい 極めて大きい

極
め
て
大
き
い

大
き
い

排水の水質
渇水

優先リスク

また、水は偏在する資源であり、地域性が高い課題と考えてい

ます。日産では、渇水リスク(水ストレス)の高い地域では排水の
リサイクル、雨水の有効活用など、優先的に水使用量を削減す

る活動を行うとともに、地域の水課題への貢献も行っています。

長期ビジョン

2050年に水リスクのある生産拠点の数をゼロにします。

「NGP2030」目標

水リスクの高い生産拠点(ハイリスク拠点)の数をゼロにする
・生産拠点での水使用量の削減

・生産拠点での排水の水質管理

水使用量の管理

渇水リスクの分析

渇
水
リ
ス
ク

低 高

高

低
事業への影響

ハイリスク
拠点

水資源は、生産拠点が立地する流域ごとに使用可能な水量

が大きく異なるため、グローバルの生産拠点の渇水リスクを

評価しています。「NGP2030」では、渇水リスクが高く、事業
への影響が大きい拠点をハイリスク拠点とし、水の使用量の

削減に優先的に取り組みます。また、ハイリスク以外の全拠

点においても、使用量の削減活動を継続的に進めます。

・渇水リスクは、Aqueduct Water Risk Atlasの流域単位で
のBaseline water stressの指標や社内の知見に基づき、
グローバルの全生産拠点を評価

・事業への影響は、生産台数を用いて評価

排水の水質管理

排水の水質は、使用可能な水量に影響を与える可能性があ

り、特に水資源が限られた地域では、その重大性がさらに高

まります。

日産の主な生産拠点では、法令を遵守した排水の水質管理

のため、現地規制よりも厳しい基準に沿った廃水の処理を

行っています。

水質管理の取り組み事例

・日本の生産拠点では、排水処理施設の排水口に水質セン

サーを取り付け、異常が検知された場合は自動的に敷地外

への排水を停止させるシステムを導入し、水質汚濁防止を

強化しています。

・逆浸透膜で処理した排水を生産工程に再利用し、敷地外

への排水ゼロを実現している生産拠点もあります。
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大気品質

大気品質に関する方針・考え方

日産は大気品質において、クルマや生産活動からのエミッ

ションをクリーンにする、お客さまに過ごしやすい空間として

の車室を提供する、この2点を重視し取り組んでいます。これ
により、生態系の配慮に努めるとともに、お客さまにとってよ

り快適で安心なモビリティを追求してまいります。

米国の健康影響研究所が発行する「State of Global Air 
2018」では、世界の人口の95%は世界保健機関が空気質ガイ
ドラインで定めている微小粒子状物質(PM2.5)の基準値10μ
g/m3を超えている地域で生活していると報告されています。

また、今後欧州で施行が計画されている排出規制案

「Euro7」には、クルマのテールパイプからの排出ガスだけ
でなく、ブレーキやタイヤなどからの微粒子の発生低減も織

り込まれる予定です。

日産は、グローバルな規制動向と整合するよう大気品質に対

する責任範囲を拡大し、クルマと生産活動からのあらゆるエ

ミッションを低減することで、地域の自然や人々の健康に与

える影響の最小化を目指します。

日産の大気品質の取り組み

生産工場
からの
排出物質

車室内空質
テール

パイプからの
排出ガス

テール
パイプ以外
からの排出、
微粒子など

*1　VOC：Volatile Organic Compoundsの略。揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称。
*2　詳細はこちらをご参照ください。　>>>P042

長期ビジョン
クルマや生産活動からの大気品質への影響を最小化します。

「NGP2030」目標
取り組み 目標

クルマからのエミッション削減
（テールパイプからの排出ガス以外も含む） 技術の開発と適用

車室内の空質の管理 車室内VOC*1における
日産基準の遵守

生産工場でのVOC管理 活動の継続(塗装)

クルマからのエミッション削減活動

車室内と車室外へ排出されるエミッションを削減するため

に、日産は下記活動に取り組んでいます。

＜車室外で発生するエミッション削減＞

・ゼロ・エミッション車(EV)の普及推進*2

・内燃機関の改善*2

・テールパイプ以外からのエミッション、微粒子の削減

欧州の排出規制案「Euro7」に織り込まれるブレーキなどから
の微粒子の発生低減に向け、日産は対応する技術の検討を

開始しました。

＜車室内の空質の管理と向上＞

クルマからの排出ガスのクリーン化のみならず、より安心・

安全・健康に過ごすことができるよう空質をはじめとした

車室内環境の向上についても研究開発を進めています。

「NGP2030」では車室内VOCに関する各国の法令や指針
に準拠した日産の基準を設定しています。

生産活動での排出物質の削減活動

クルマの生産工場から排出される代表的な物質として、窒素

酸化物(NOx)、硫黄酸化物(SOx)、VOCが挙げられ、日産は
これらの物質の排出に対し厳しい対策を継続してきました。

NOxやSOxは、燃料燃焼の際に空気中に放出されるため、低
NOxバーナーの採用や低SOx燃料への転換を進めてきまし
た。また今後は、現在燃料をエネルギー源とする設備の電化

を進め、生産工程からの排出ガスをさらに低減していきます。

VOCは、洗浄用シンナーの回収・リサイクルや、塗装工程の水
系塗装ライン化の推進により、排出の低減を進めています。

日産は大気に放出される物質の管理基準と仕組みの遵守を

徹底し、原因物質使用量と排出量の双方の低減活動に取り

組みます。
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事業基盤

気候変動、資源依存、大気品質と水の「NGP2030」の重要
な課題の解決と新たな価値の創出を目指し、ステークホル

ダーエンゲージメントを通じてニーズを把握し、環境課題に

関連する事業基盤の強化に取り組んでいます。

日産はグローバル企業として、環境課題への取り組みと合わ

せて、バリューチェーン全体に対する説明責任を果たすことを

重要視しています。ライフサイクルアセスメントを活用したク

ルマの環境リスクの特定、倫理などに配慮した原材料の調達、

バリューチェーン全体の情報管理の実現、および環境ガバ

ナンスの強化など、一連の活動を通じ、持続可能なモビリティ

社会の実現と事業運営を両立させ、製品のライフサイクル全

体での環境負荷の低減と、説明責任の履行を目指しています。

事業
基盤

気候変動 資源依存 大気品質と水

責任ある
調達

トレーサ
ビリティ

環境
ガバナンス

責任ある調達の実施

EUバッテリー規制やCSRD*1などで環境デューディリジェン

スへの対応が求められ、バリューチェーン全体で環境リスク

の低減に取り組むことの重要性が高まっています。また、CSR
（企業の社会的責任）に関わる規制やTCFD*2・TNFD*3な

*1　CSRD: Corporate Sustainability Reporting Directive
*2　TCFD: Task force on Climate-related Financial Disclosures
*3　TNFD: Task force on Nature-related Financial Disclosures
*4　詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/
*5　詳細はこちらをご参照ください。　＞＞＞P087
*6　詳細はこちらをご参照ください。　＞＞＞P059

どの情報開示の枠組みによって、事業者は自社活動だけでは

なく、サプライチェーンにおける環境・社会的活動を推進し、

内容を開示することが求められています。

日産はサプライヤーをサステナビリティ方針においても重要

なパートナーとして明確に位置づけています。日産は「日産

人権方針」「日産グローバル人権ガイドライン」「日産取引先

サステナビリティガイドライン」や「ニッサン・グリーン調達ガ

イドライン」*4の策定や、「環境活動説明会」の実施を通じた

サプライヤーエンゲージメントにより、環境・社会課題に対す

る基本理念や調達方針をサプライヤーと共有し、環境活動に

関する協業を推進してきました。「NGP2030」では情報開示
の法制化などの外部動向に対応するために、責任ある調達

の要件をガイドラインに組み込み、日産のサステナビリティ

要求を満たした材料の使用拡大など、サプライチェーンのリス

クマネジメントに取り組んでいきます。

また、日産は倫理、社会、環境面に配慮した原材料を調達し、サ

プライヤーとの対話を通じて、持続可能な責任ある調達の実現

を目指しています。2025年3月に「持続可能な天然ゴムのため
のグローバル・プラットフォーム（GPSNR）」に加盟しました。
詳細は「責任ある原材料調達」*5「関連パートナーとの連携」*6

をご参照ください。

バリューチェーン情報の統合管理および
説明責任の履行（トレーサビリティ）

クルマのバリューチェーン全体での情報開示の規制化や開

示範囲の拡大の動向に対応するために、業界全体でサプラ

イチェーン情報を収集・管理する仕組みの構築が検討され

ています。これに加えて、企業活動に伴うCO2排出量などの

非財務情報開示の強化も求められています。

これらの外部動向に対応するために、バリューチェーン全体

の環境負荷情報を統合管理し、トレーサビリティを確保して

説明責任を果たすことを目指します。気候変動だけでなく、

サプライチェーンの人権問題や、水や大気などの自然環境へ

の影響や依存に関する情報を統合管理するために、デジタル

プラットフォームの導入に着手しました。具体的には、内部モ

ニタリングツールにより、自社のCO2排出量や水、廃棄物の

記録と管理を実現し、情報開示の透明性を確保することで、

ステークホルダーに適時・適切に情報提供することを目指し

ます。また、日産のサプライチェーン全体の情報管理・企業間

でのデータ連携の実現により、サプライヤーとの環境リスク

低減に関する協業のさらなる加速を目指します。

環境ガバナンスの強化

環境負荷を低減するために、全従業員が高い倫理基準に従って

誠実に行動することが重要です。日産では事業を行うすべての

地域において、環境に関する法律や規制の遵守、および社会要

請に対応するための環境に関する社内基準を定めています。

「NGP2030」では、環境における法令遵守を徹底し、グロー
バルで従業員への教育活動等を通じて環境法令の理解浸透

を進めています。 

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/
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「NGP2030」取り組み一覧
取り組み 「NGP2030」目標 2024年度実績

気候変動

長期ビジョン：
2050年までに

カーボンニュートラル
を実現

CO2排出の削減
（基準2018年）

ライフサイクル(t-CO2/台数) -30%(グローバル) -12%
各領域でのCO2削減活動の推進により、台当たりのCO2排出量を削減しました。

クルマ(g-CO2/km) -32.5%(グローバル)
-50%(4地域:日本、米国、欧州、中国) 

Global：-13%
4地域(日本、米国、欧州、中国)：-17%
主に4地域におけるICE燃費改善や電動化の推進により、走行時CO2排出量を削減しました。

生産(t-CO2/台数) -52%(グローバル) -10%
省エネルギー活動の継続に加え、再生可能エネルギー導入を推進しました。

サプライヤー 

ライフサイクル目標の達成を目指す

グリーンアルミやグリーンスチールの適用を拡大し、製造時のCO2削減を推進しました。

物流(t-CO2/台数) -8%
トラックから鉄道・船舶へのモーダルシフトや、生産台数構成の変動により、CO2排出量を削減しました。

R&D施設(t-CO2/開発費)
-25%
再生可能エネルギーの利用拡大によりCO2排出量を削減しました。また、電力排出係数の良化も
貢献しました。

オフィス(t-CO2/延床面積)
-42%
各拠点で省エネ活動を推進し、さらに再生可能エネルギーの利用も拡大しました。
2024年度はグローバル本社の電力と熱エネルギーは100%再生可能エネルギー由来となりました。

販売店(t-CO2/店舗床面積)

-17%
各販売会社の実績を可視化し、各社の省エネ活動のマインド醸成を行いました。
また、個別店舗でエネルギー診断を実施し、更なる省エネの可能性や課題の解決策を提案するとともに、
これらの事例を全国の各販売会社へ共有しました。

資源依存

長期ビジョン：
新規採掘資源依存

ゼロ

材料資源

サステナブルマテリアルの拡大(重量ベース) 40%(日本、米国、欧州、中国) 32.5％
リサイクル材やグリーン材の積極的な採用によりサステナブルマテリアルの利用を拡大しました。

廃棄物/埋め立ての管理 低水準の維持 鋳物砂リサイクルなど廃棄物・埋め立て削減を推進しました。

クルマの活用 エネルギーマネジメント機能の拡大 EVへの搭載率:100%(日本、米国、欧州) 英国での交流電源V2G技術のフィールド操作試験を2024年に完了させるなど、
充電やコネクテッド技術の開発を推進しています。
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取り組み 「NGP2030」目標 2024年度実績

大気品質と水

長期ビジョン：
ゼロインパクト/
ゼロリスク

水

生産拠点での水リスク管理の強化

ハイリスクサイト数のゼロ化を目指す

ハイリスクサイト数のゼロ化に向け、活動を推進しました。

生産拠点での使用量の削減 栃木工場での冷却水の削減など、水使用量の多い工場で積極的に削減活動を推進しています。

生産拠点での排水の水質管理 排水の水質管理を継続しました。

大気品質

クルマからのエミッション削減
（テールパイプ以外も含む） 技術の開発と適用 より厳しい規制に対応するべく、ブレーキ摩耗粉の低減技術を継続検討しています。

生産拠点でのVOC管理 活動の継続(塗装) 廃シンナーの回収率改善などを推進しました。

車室内空質の管理 車室内VOCの日産基準の遵守 2024年度対象となるすべての車種で車室内VOCの日産基準を遵守しています。

事業基盤

責任ある調達の実施 サプライチェーンのリスクマネジメントの実施 「日産取引先サステナビリティガイドライン」と「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」を更新し、
遵守を徹底しました。

バリューチェーン情報の統合管理および説明責任の履行
（トレーサビリティ）

・企業活動/部品製造からのカーボンフットプリント
などの情報管理システムの構築/運用
・サプライチェーン情報の信頼性向上

2025年度からの運用開始に向けて、企業活動による気候変動、資源依存、
大気品質と水に関する情報管理システムを刷新しました。

環境ガバナンスの強化 2023年度に更新したグローバル環境ポリシーを社内教育資料へ織り込みました。

ハイリスクサイト数のゼロ化
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日産は、事業と関連の高い重要領域である気候変動、資源

依存、大気品質と水に関連する課題から優先的に取り組み、

生態系サービスへの依存と影響を最小化し、環境理念であ

る、「人とクルマと自然の共生」の実現のためさまざまな価

値を社会と環境に提供していきます。こちらの章では「商品」

「企業活動」「関連パートナーとの連携」という3つの主なバ
リューチェーンの事業領域での環境に対する取り組みや創

出する価値について紹介します。

商品

電動車による持続可能な社会の構築

日産は、量産型EVのパイオニアとして電動車の投入と普及を
企業戦略の一つとして位置づけ、包括的なアプローチのもと

でさまざまなパートナーと協力して活動を推進しています。

この取り組みは、開発段階から販売だけでなく、お客さまの

使用時も考慮し、電動車を充電する際の再生可能エネルギー

の活用推進や自動車単体の枠組みを超えたインフラとの連

携、廃車後のバッテリーの二次利用なども含まれています。

これは走行時のCO2排出量を削減するだけでなく、電動車だ

からこそ実現できるエネルギーマネジメントなどの新しい価

値を創出し、クルマを資源として最大活用することを目指し

ています。これにより、日産はライフサイクルを通じた環境負

荷の低減と、持続可能な社会の構築を実現していきます。

日産のバリューチェーン

オフィス・販売店開発／生産
(部品製造／車両生産)

物流
(イン／アウトバウンド)

調達
(材料採掘・製造／部品製造)

リパーパス・リユース
燃料・電力製造

クルマの使用
リサイクル

廃棄

電動車を活用した持続可能な社会構築への取り組み

電動車の開発と販売
(P035～)

 

リユースバッテリー
(P042) 

エネルギーインフラとの連携
(P040～)

バッテリーの二次利用の拡大
(P042)

充電時の
再生可能エネルギー

活用
(P039～)

(P042)

 

バリューチェーンでの活動実績バリューチェーンでの活動実績



Nissan Motor Corporation Sustainability data book 2025

Corporate direction 社会性環境 データ集ガバナンス目次

環境方針 環境に対する認識 戦略的アプローチグローバル環境マネジメントのガバナンス ニッサン・グリーンプログラム バリューチェーンでの活動実績 第三者保証

035

開発と販売での取り組み

2050年カーボンニュートラルを実現する
日産の電動化技術
日産はカーボンニュートラルを実現するために、電動化の

イノベーションを推進しています。電動車は、ガソリン車に

比べライフサイクルでのCO2排出量の削減が可能である

と日産では試算しています。また、再生可能エネルギーへ

の転換に貢献するEVは、クルマを取り巻く社会全体の低
炭素化には不可欠です。日産は、100%モーター駆動とい
う共通点を持つEVとe-POWERの2本柱で、電動化技術
の進化と普及を推進していきます。

日産の電動車が提供したい価値

日産は、電動車の普及のために電動車ならではの運転体

験や快適な車内空間の追求に取り組んでいます。100％
モーター駆動の特性を活かした運転体験は、ドライバーに

ワクワク感と、ストレスのない走行を提供します。例えば、

e-Pedal Stepは、アクセルを踏んだ時のレスポンスのよい
加速と、アクセルを離したときの滑らかな減速を提供します。

e-4ORCEでは、前後に配置された2つの高出力モーターと
ブレーキの統合制御により、駆動力を自在にコントロールす

ることで、日常走行からワインディング、滑りやすい路面まで、

あらゆるシーンでレベルアップした走行体験を提供します。

また、EVではエンジンによる音や振動がないことを生かした
車両全体での音振設計により、圧倒的な静粛性を実現してい

ます。さらに、トランスミッションや排気管がないことによりフ

ラットなフロアと広々とした快適な室内空間を実現していま

す。e-POWERでは、100％モーター駆動ならでは静粛性に
加えて、荒れた路面の走行時などエンジン音が聞こえにくい

環境の際に発電することでエンジン音を感じさせない静粛性

を実現しています。

電動車普及を支える技術の革新

進化するEVプラットフォーム
日産はEV専用プラットフォームを進化させ続けています。
2022年に発売した「日産アリア」ではモータールームをコン
パクトにし、エアコンユニットをモータールームに移動させる

ことで、室内空間を広げ前席の足元スペースを大幅に拡大し

ています。また、バッテリーパックとフロアを一体構造にする

ことでフラットなフロアと低重心かつ高いボディ剛性を実現

し、ハンドリング性能の向上に貢献しています。

2025年６月に発表した3代目「日産リーフ」ではこれらの技
術をさらに洗練しつつ、バッテリーのより効率的な搭載と徹

底した熱マネジメントシステムを採用することで、バッテリー

の大容量化と高効率化を実現しています。

電動パワートレイン

日産が進める電動化の二本柱であるEVとe-POWERでは、
モーターなどのコア部品において高い共用化を実現してい

ます。ラインナップ全体で共用化を拡げることで、コスト低減

に取り組んでいます。それぞれのコア部品は性能を向上しつ

つ小型化を実現しており、例えばe-POWERから第2世代の
e-POWERへの進化においてはインバーターの出力密度は
２倍に向上しました。日産の新しい電動パワートレイン「X-
in-1」ではさらに進化したコア部品をEVとe-POWERで共有

しモジュール化することで、小型・軽量化と低コストを実現し

つつ、走行性能や静粛性の向上を実現します。EV用にはモー
ター、インバーター、減速機の3つの部品をモジュール化した
「3-in-1」を開発、2025年6月に発表した3代目「日産リー
フ」から採用しています。e-POWER用にはモーター、イン
バーター、減速機に加えて、発電機と増速機の5つの部品を
モジュール化した「5-in-1」を2025年度から採用する予定
です。今後、この電動パワートレインの採用を拡大すること

で、EVとe-POWERの競争力をさらに高めていきます。

発電に特化した専用設計エンジン

日産は、STARC（Strong Tumble and Appropriately 
stretched Robust ignition Channel）コンセプトに基づ
いた発電に特化したエンジン開発にも取り組んでいます。従

来の駆動力を伝える使い方では、さまざまな走行負荷をカ

バーする出力特性に対応するため熱効率はおよそ40％が
限界でした。

一方、e-POWERのようにエンジンを発電専用として特化す
ることでエンジンの使用領域を最も効率の良いポイントに

限定できます。このように、エンジンを完全定点運転で使用

するというブレークスルーによって、熱効率を飛躍的に向上

させることができ、熱効率を50％まで実現できる技術を開
発しました。
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次世代バッテリー

日産は、従来と比べ性能を大幅に高めたリチウムイオンバッ

テリーや大幅なコスト削減ができるLFPバッテリー、および
ゲームチェンジャーとして期待される全固体電池の開発を進

めています。全固体電池は従来比で約2倍となる高いエネル
ギー密度や、優れた充放電性能による大幅な充電時間の短

縮、レアメタルの使用量を減らすことによるコスト低減が期

待できます。これにより、ピックアップトラックなども含めた幅

広いセグメントへの搭載が可能になり、EVの競争力を高めま
す。この技術は生産試作の段階にあり、2024年にはパイロッ
ト生産ラインを公開しました。

2028年度までに市場投入することを目指し、開発を進めて
います。

軽量化技術

バッテリーやエンジン、電動パワートレインの効率向上と同様

に、軽量化技術の開発もカーボンニュートラル実現に向けた

重要な取り組みのひとつです。日産は、材料、構造合理化、工

法、の3つの手法により軽量化を推進しています。

*1　V-LPDC：Vacuum Low Pressure Die Cast process

材料

日産は、軽量化を実現しながら高強度と高成形性を両立で

きる超ハイテン材の採用拡大をいち早く進めており、軽自

動車からインフィニティに至るまで、幅広い車種の車体骨格

部材に採用しています。衝突時のエネルギー吸収性を高めた

980MPa級高成形性ハイテン材を2018年に「インフィニ
ティ QX50」に採用し、2019年にSAE International 「SAE/
AISI Sydney H. Melbourne Award for Excellence in 
the Advancement of Automotive Steel Sheet」を受賞
するなど高い評価を受けています。その後も採用車種の

拡大を進め、2024年は「パトロール」「キックス」「ムラーノ」
「インフィニティ QX80」へ採用を拡大しました。

構造合理化

モーターおよびインバーターを一体化したe-POWERシス
テムを2020年「ノート」に採用し、6％の出力向上を図りなが
らモーターでは15％、インバーターでは30％の軽量化を実
現しました。2022年「日産サクラ」2023年「セレナ」でも同
様の技術を採用しています。

工法

V-LPDC(吸引低圧鋳造法)*1という新たな鋳造工法の実用

化により、薄肉軽量なシリンダーヘッドを実現しました。これを

「ローグ」「キャシュカイ」などの1.5リットル3気筒ターボエン
ジンのシリンダヘッドに採用し、4％の軽量化に貢献しています。

日産は今後も軽量化技術開発を積極的に進め、カーボン

ニュートラル達成に向けてCO2の排出削減を推進します。

グローバルでの電動化推進

電動車の実績と評価

2010年の「日産リーフ」の販売開始以降、日産はＥＶ、
e-POWERのモデル拡大・普及を進めています。2022年
に軽セグメント向けに販売を開始した「日産サクラ」は2024
年度の国内販売における電気自動車販売台数No1を獲得
しました。また、J.D.パワー2024年日本自動車商品魅力度
（APEAL)調査、軽ハイトワゴンのセグメントにおいて最も
魅力的なモデルであるとして、第1位を受賞しました。
e-POWERは、既存のインフラを活用しながら低炭素化を実
現でき、EVと変わらない運転体験を得られる電動車として、
グローバルでの電動化を推進しており、2024年にはグロー
バル累計生産台数が150万台に到達しました。海外の主要
な市場ではこれまでに、中国、欧州、メキシコなどで「シルフィ」

「エクストレイル」「キャシュカイ」「キックス」へe-POWER
を搭載してきました。2026年度には北米市場へ「ローグ」の
投入も予定しています。

また、日本ではJ.D.パワー2024年日本自動車商品魅力度
（APEAL)調査、コンパクト車とコンパクトSUVのセグメント
において「ノート」と「キックス」が最も魅力的なモデルである

として、第1位を受賞しました。
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EVのライフサイクルアセスメント（LCA）*1

日産ではLCA手法を用いて、クルマの使用時のみならず、原
料採掘から廃棄に至るすべての段階（ライフサイクル）にお

ける環境負荷を定量的に把握し、包括的な評価をしています。

「日産リーフ」は日本の同クラスのガソリン車と比べ、ライフ

サイクルにおけるCO2等価排出量を約30%削減しています。
2022年発売の「日産アリア」と「日産サクラ」は、EV商品力
のさらなる向上と環境負荷低減を両立しています。航続距離

を伸ばすと同時に、日本の同クラスガソリン車対比で、ライ

フサイクルCO2等価排出量を約20%削減しました。日産は、
EVのライフサイクルにおいて環境負荷低減の可能性を追求
していきます。

ライフサイクルでのCO2等価排出量

同クラス
ガソリン車：
排気量2.0L

日産アリア
駆動バッテリー
容量66kWh

同クラス
ガソリン車：
排気量1.8L

日産リーフ
駆動バッテリー
容量40kWh
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20

0

（%）
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0

（%）

日産アリア日産リーフ

同クラス
ガソリン車：
排気量0.66L

日産サクラ
駆動バッテリー
容量20.6kWh

100

80

60

40

20

0

（%）

日産サクラ

■素材・部品・車両製造・物流
■燃料製造・電力製造
■使用
■メンテナンス
■廃車
日本生産・走行（10万km）における比較

*1　LCAに関するデータ集はこちらをご参照ください。　>>>P155
*2　「ニッサン インテリジェント ファクトリー」に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P045
*3　本件に関連する、リチウムイオンバッテリー二次利用事業「4R」の推進に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P042

e-POWERのライフサイクルアセスメント(LCA)
2016年に新パワートレインのe-POWERを投入し、ライフ
サイクルにおける環境負荷を低減しながら車両の電動化を

さらに推進しています。

例えば、「エクストレイル e-POWER」「セレナ e-POWER」
では同型のガソリン車と比較して約20%のCO2等価排出量

の削減を達成しています。e-POWERを搭載している電動車
では、発電のためだけにガソリンエンジンを利用するため、限

定的な条件で運転することができます。これにより、通常のガ

ソリンエンジンに比べてエンジンの小排気量化ができ、走行

時の燃料消費量削減を実現しています。

ライフサイクルでのCO2等価排出量
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0 同型
ガソリン車 e-POWER 同型

ガソリン車 e-POWER

（%）

■素材・部品・車両製造・物流　■燃料製造・電力製造　■使用　■メンテナンス　■廃車
日本生産・走行（10万km）における比較

セレナエクストレイル
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e-POWE R：1.5L
同型ガソリン車：2.0L

e-POWE R：1.4L
同型ガソリン車：2.0L

「日産アリア」のライフサイクルCO2削減

栃木工場で生産する「日産アリア」では、ライフサイ

クルの各段階におけるCO2削減の取り組みを強化

しました。

製造段階では、材料の歩留まり向上、リサイクル由

来の原材料活用などの継続的な活動により、CO2等

価排出量の抑制に貢献してきました。2021年に栃
木工場に導入した「ニッサン インテリジェント ファク
トリー」*2により、車両組み立て時の生産効率を向

上させるイノベーションの推進、工場で使用するエ

ネルギーと材料の効率の向上、工場設備の電動化、

再生可能エネルギーへの代替を図り、生産工場にお

けるカーボンニュートラルに取り組んでいます。

使用段階では、電動パワートレインの効率改善、補

機類の消費電力削減、バッテリー技術の向上などに

よる電力消費効率の向上を進めていきます。また、

使用段階での再生可能エネルギーの利用は、環境

負荷低減に貢献します。

廃車段階では、クルマ用として使用されたバッテ

リーをさまざまなエネルギーの貯蔵用途、分散型発

電に活用し*3、社会全体での低炭素化に向けた取り

組みを推進しています。
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さまざまなニーズに応える技術開発

燃料電池車（FCEV）への取り組み
水素と酸素からつくる電気をエネルギー源とする燃料電池車

（FCEV）は、CO2や排出ガスを出さないゼロ・エミッション

車です。持続可能なモビリティ社会の構築に取り組む中、エ

ネルギーソースの多様性の観点からも、FCEVはEVとともに
可能性のひとつであると日産は考えています。

また日本政府の方針と連動する形で、トヨタ自動車株式会

社、本田技研工業株式会社とともに、FCEV向け水素ステー
ションの本格整備を目的とした「日本水素ステーションネッ

トワーク合同会社」（JHyM）を設立しました。JHyMでは、
FCEV普及初期における水素ステーション事業の諸課題を踏
まえ、インフラ事業者、自動車メーカー、金融投資家などの協

業により、戦略的な水素ステーションの整備、ならびに、水素ス

テーションの効率的な運営に取り組んでいます。

固体酸化物形燃料電池への取り組み

日産は2016年6月に、バイオエタノールを燃料とする燃料
電池システム「e-Bio Fuel-Cell」の技術を搭載した燃料電池
車を発表しました。「e-Bio Fuel-Cell」は、エタノールのほか
にも天然ガスなどの多様な燃料と酸素との反応を利用して、

高効率に発電する固体酸化物形燃料電池（SOFC）を発電装
置としたシステムです。

固体酸化物形燃料電池（SOFC）は多様な燃料が利用可能なこ
とから、既存の燃料インフラの活用が可能で、インフラ普及へ

のハードルが比較的低いというメリットがあります。また、発電

効率の高いSOFCとエネルギー密度の高い液体燃料を用いる
ため、ガソリン車なみの航続距離の実現が可能となります。さら

に、短いエネルギー充填時間の利点を生かすことで、高い稼働

率が要求される商用車への搭載の可能性も広がります。

商用車の電動化

日産自動車はカーボンニュートラルへ向けて商用車の電動

化も進めています。

日産における商用EVの歴史
2014年に、EVの多目的商用バン「e-NV200」を欧州各国
および日本で発売しました。「e-NV200」は走行用バッテ
リーから合計で最大1,500Wの電力を取り出すことができる
パワープラグを2ヵ所に採用し、平時における外出先での電
源確保、レジャー用途利用、災害時の電源など多様に活用で

きます。工事現場ではエンジン発電機を使用せずに現場周

辺の騒音問題を緩和できます。欧州では冬のアウトドア活動

を充実させる「e-NV200 Winter Camper concept」（ルー
フに設置されたソーラーパネルから搭載された220ボルトの
バッテリーへの充電可能、快適性と実用性を兼ね備えたコン

セプト)を提案しました。
2020年には、「NV400」をベースとしたゼロ・エミッション
(EV)救急車が東京消防庁に採用されました。救急車には静
粛性が高く、振動の少ないEVはメリットがあります。当車両
は33kWhと8kWhの2つのリチウムイオンバッテリーを搭載
し、電装機器やエアコンをより長時間作動させることが可能

で、停電時や災害時には移動電源としても活用することがで

きます。

2022年、ルノー・日産自動車・三菱自動車によるアライアン
スの「CMF-C」プラットフォームをベースに、品質と機能性を

追求した「タウンスターEV」を欧州で発売しました。都心での
配達業務をフレキシブルに行うことができる商用バンです。

さらに2024年には「クリッパーEV」を日本で発売しました。
軽商用バンとして必要な荷室性能と積載量を確保しながら

も、モーター駆動のEVならではの力強い走りで、重い荷物も
軽快に運ぶことが可能です。

「e-NV200」は“走る蓄電池”として、さまざまなビジネスシーンに
役立てることができます。(現在は生産終了しております)

「NV400」をベースとしたゼロ・エミッション(EV)救急車
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グリーンスチール・グリーンアルミニウムの
採用による製造時のCO2削減の取り組み

車両重量の約60％は鉄部品、約10％はアルミ部品によっ
て構成されていることから、グリーンスチール*1やグリーン

アルミニウム*2の採用は、ライフサイクルの一部である製

造時のCO2排出量を削減していくうえで、大変有効な取り

組みとなります。従来製品と同等の品質を実現しながら、

CO2排出量を大幅に削減することを可能にしたグリーンス

チールやグリーンアルミニウムを2023年1月の神戸製鋼
所を皮切りに、グリーンアルミにおいてはUACJと、グリーン
スチールにおいては日本製鉄株式会社、JFEスチール株式
会社、POSCO CO.Ltdと連携し、車両へ順次適応拡大を進
めています。

併せて日産の製造工程で発生したスクラップをリサイクル原

料としても活用するクローズドループ・リサイクル*3などを

推進することで、製造時のCO2排出量をさらに削減していき

ます。

*1　グリーンスチール：高炉工程におけるCO2排出量を大幅に削減した低CO2高炉鋼材
*2　グリーンアルミニウム：太陽光などの再生可能エネルギー由来の電力のみを使用して電解精錬することにより、アルミニウム地金製造時のCO2排出量を地金サプライヤー従来比約50％削減
*3　クローズドループ・リサイクル：製造時に発生したアルミニウムや鋼板の端材を同じ品質の材料として再生し、再び同種製品に採用する手法。アルミニウム材のリサイクル活動についてはこちらのページをご参照ください。　>>>P053
*4　マスバランス方式：製品の製造工程において、ある特性（例：低CO2品）を持った原料とそうでない原料とが混在する場合に、その特性を持った原料の投入量に応じて、製品の一部に対してその特性を割り当てる手法。CO2排出量低減効果を特定の鋼材に集約している。
*5　電気自働車（EV）オーナー向けの充電サポートプログラムである「日産ゼロ・エミッションサポートプログラム3(ZESP3)」を利用して急速充電をご利用いただく場合。 詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan.co.jp/EV/CHARGE_SUPPORT/ZESP3/renewable_energy.html

グリーンスチール：マスバランス方式(直接還元鉄の例)*4

グリーンスチール
低CO2原料の
投入量に応じて
CO2削減効果を
割り当てた鋼材

直接還元鉄
(低CO2製鋼原料)鉄鉱石 天然ガス

高炉鉄鉱石 コークス

グリーンアルミニウム

アルミ板 押出 etc.再生可能エネルギー由来の電力

グリーンアルミ
地金

展伸材
製造工程

ボーキサイト
採掘 製錬

アルミナ
製造

充電時の再生可能エネルギー活用

日産販売店舗等での再生可能エネルギー
100%EV充電サービスを開始
EVを活用したゼロ・エミッション社会構築の取り組みの一環と
して、日産販売店舗および国内事業所では、急速充電に使用

する電力を2023年9月から100%再生可能エネルギーに
切り替えています。*5

実質再生可能エネルギー100%電力を提供
日産は、2019年よりEVユーザーの自宅充電を推奨するため
に、一部の日産販売会社において再生可能エネルギー100%
電力の代理店販売を行っています。また、2022年度初頭よ
り、関東圏に居住している日産自動車従業員に向けて、実質再

生可能エネルギー100%電力の提供を開始しました。
これらに加え、2024年12月から神奈川県で家庭向けの電力
サービス「日産でんき」を開始しました。このサービスは実質

https://www.nissan.co.jp/EV/CHARGE_SUPPORT/ZESP3/renewable_energy.html
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再生可能エネルギー100%の電力を提供し、CO2排出を実

質ゼロに抑えることが可能です。今後、取り扱いエリアを拡大

していく予定です。

日産は、将来のEVを軸としたエネルギーマネジメントの活用
を鑑み、電力会社などと共に、各種のEV活用実証実験も実施
しています。

今回の取り組みは、EV先駆者である日産自らが、EVの生産、
販売だけに留まらず、ライフサイクルを通して脱炭素化に向

けた一歩を踏み出すものです。日産はこのような活動を通じ

て、皆さまと共にカーボンニュートラルの実現に向けて取り

組んでまいります。

エネルギーインフラとの連携

EVを活用したエネルギーエコシステム

EVのある暮らし・社会をより豊かなものにする
ソリューション「ニッサン エナジー」の刷新
日産は、「EVをつくって売る」ことに加え、お客さまにより
豊かなEVライフを提供するためのソリューション「ニッサン
エナジー」の開発を推進してきており、この2つを合わせた
「日産EVエコシステム」を構築してきました。
その中で日産は、「ニッサン エナジー」を、次の3つの領域
で提供しています。

・充電ソリューションの拡充

・電気自動車を活用したエネルギーマネジメント

・リチウムイオンバッテリー二次利用事業「4R」の推進

充電ソリューションの拡充

日産はお客さまに安心・便利なEVライフを送ってもらうため
のさまざまな充電ソリューションを提供しています。

自宅に駐車している間に充電が完了する自宅充電は最も便

利な充電方法です。日産では日本などの一部地域において、

自宅での安全な充電の実施に向けて、専用のEVコンセント
を設置する業者や充電器などを選定・斡旋しています。

また、日常生活には十分な航続距離を有する「日産リーフ」だ

けでなく、長距離のお出かけができる「日産アリア」も、拡大

を続ける公共充電設備ネットワークを使用することで、さらに

安心して遠方へのお出かけを楽しめます。

日産のアプリにより、公共充電器の場所や使用状況の把握、

充電場所を考慮した目的地までのルートプラン、料金の支払

い等、さらに簡単で便利な充電体験を提供します。

また、公共充電の規格については、それぞれの地域やEVモ
デルの対象とするお客さまの充電行動を考え、より使い勝手

のよい規格を採用しています。米国では、2025年から急速
充電網として一番設置数の多い、Tesla社の充電規格である
NACSに「日産アリア」が対応することを決定しました。また
欧州、日本もそれぞれの地域でのお客さまのニーズに沿った

充電体験を提供しています。

日産の新しい「NISSAN ENERGY Charge Network」の
導入により、日産EVの所有と充電がより簡単かつスムーズに
なります。このネットワークでは、日産アリアや今後の日産EV
ドライバーがMyNISSANアプリを使用して充電ステーショ
ンを見つけ、リアルタイムの充電器の空き状況を確認し、充

電料金を支払うことができます。

このMyNISSANアプリの機能強化により、EVの管理と公共
充電が一つのアプリに統合され、EV所有が簡素化されます。
ユーザーはMyNISSANアプリにデフォルトの支払い方法を
保存し、対応する充電ステーションに到着したら、画面のボタン

をタップするだけで充電セッションを開始できます。この機能

は2024年11月よりMyNissanアプリユーザーに提供を開
始しました。

NISSAN ENERGY Charge Networkは、Tesla社やElectrify 
Americaなどの充電パートナーと提携しています。日産は、
顧客体験を向上させ、EV所有をより便利にするためにこの
ネットワークを立ち上げました。
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電気自動車を活用したエネルギーマネジメント
日産EVの蓄電池に貯めた電気は、クルマの動力源として使
うだけでなく、双方向充電器と組み合わせることにより住宅

やビル、地域社会と電気をシェアすることが可能になります。

夜間など電気料金が安い時間帯の電力や、日中の太陽光発

電装置からの余剰電力を貯めて使うことで、電気代の節約や

電力の地産地消が可能になるほか、日本において停電時や

災害時のバックアップ電源にもなります。

地域社会においても、複数のEVと電力系統をつなぎ、電力
の需給状況に合わせて充電や放電を制御することで、社会

の電力需給の安定や再生可能エネルギーの利用促進に貢献

します。特に発電量のコントロールが難しい太陽光などの再

生可能エネルギーを大容量蓄電池に貯めることが可能なEV
は、社会のインフラとしての活躍が期待されています。

英国での「Vehicle to Grid（V2G）」技術導入
日産は、2026年に英国で一部のEVに「Vehicle to Grid
（V2G）」技術を導入することを発表しました。この取り組み
は、再生可能エネルギーの利用促進を目指しており、日産の

長期ビジョン「Ambition 2030」に沿った持続可能な社会の
実現に寄与します。

V2G技術は、EVのバッテリーに蓄えた電気を電力網や自
宅に供給できるため、風力や太陽光などの再生可能エネル

ギーを効率的に利用することが可能です。これにより、化石

燃料への依存を減少させ、温室効果ガスの排出削減に貢献

します。

日産は、ノッティンガム大学での実証プロジェクトを通じて、

*1　英国の電力配電ネットワーク（系統）に発電設備を接続するための技術規格

交流電源システムによるグリッド認証コード「G99」*1を取得

し、EVからの電力供給を実現しました。この技術は、クリーン
エネルギーの利用拡大を促進し、地域の電力インフラの効率

化にも寄与します。

今後、日産は英国を皮切りにV2Gを欧州市場へ展開し、現地
のインフラに応じた適切なシステムを導入します。また、低コ

ストのAC双方向充電器を提供し、より多くの顧客が再生可
能エネルギーを活用できるよう支援します。これにより、EV
は単なる移動手段を超えて、持続可能なエネルギーエコシス

テムの一部として機能することを目指します。

V2X技術
日産のVehicle to X (V2X) は、EVのバッテリーに
蓄えられた電気エネルギーを、双方向充電器によっ

て外部に取り出し、家やビル、社会とシェアしな

がら、効果的に活用する技術です。

カーボンニュートラルに向け重要な役割を果たす、

太陽光や風力などの再生可能エネルギーは、気象

条件により発電量が変動し、電力需要に対し余剰や

不足が生じる等、安定した需給バランスの維持が

課題となります。

V2X技術を用いることで、EVのバッテリーの充電・
放電により、再生可能エネルギーの発電量の変動を

吸収することが可能になります。これにより、貴重な

再生可能エネルギーを安定的に活用できるように

なり、再生可能エネルギーの導入促進にも寄与し

ます。また、災害時などにはバックアップ電源として

も活用できるため、V2Xの価値と可能性は広がって
います。
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リチウムイオンバッテリー二次利用事業
「4R」の推進
日産のEVに搭載した蓄電池は、クルマでの使用後も高い性
能を有しています。また今後EVが普及し買い替えが進むこと
で二次利用が可能な蓄電池は供給が大きく増加することが

見込まれています。

EVのパイオニアである日産は、2010年にリチウムイオン
バッテリーの二次利用の専門会社フォーアールエナジー株

式会社を住友商事株式会社の合弁で設立しました。リチウム

イオンバッテリーの「再利用（Reuse）、再販売（Resell）、再
製品化（Refabricate）、リサイクル（Recycle）」という「4R」
を推進し、資源の有効活用を可能とするバッテリーの循環サ

イクルの構築に努めます。

EVバッテリーで実現する循環型システム
今後、EVの普及に伴い、中古バッテリー市場が拡大し、その
活用が課題となります。フォーアールエナジーは、この課題

の解決のため、福島県浪江町の事業所で、使用済みバッテ

リーを再利用するための技術開発を進めてきました。市場か

ら回収した使用済みバッテリーは、その状態や性能によって

分類してさまざまな二次利用先に供給しています。この取り

組みにより、循環バッテリーの価値に応じて、もとのEVの残
価を上げる等、お客さまに価値を還元するビジネスモデルを

構築しつつあります。このモデルを事業として拡大し、お客さ

まがEVを保有する負担をより軽減することで、電動車のさら
なる普及につなげていきます。

*1　PZEV：Partial Zero Emission Vehicleの略。米国カリフォルニア州大気資源局が制定。
*2　U-LEV：Ultra-Low Emission Vehicleの略。日本の2000年排出ガス規制「新長期規制」の適合車より、窒素酸化物（NOx）と非メタン炭化水素（NMHC）の排出量を75%低減したクルマ。

EVバッテリー二次利用の活用事例
フォーアールエナジー株式会社が提供するEVバッ
テリーを活用し、住友商事株式会社が北海道千歳

市に「EVバッテリー・ステーション千歳」を完成させ
ました。この設備は、約2,500世帯が一日に使用す
る電力に相当する出力6MW、容量23MWhの系統
用蓄電システムです。住友商事は、EVバッテリーを
定置用（電力事業用）として利用することで、EVリ
ユースバッテリーの用途拡大や需要増による再生

コストの低減に寄与し、蓄電池に含まれる希少金属

などの資源を最大限に活用し、蓄電池製造時に排

出されるCO2の削減にも貢献しています。

リユースバッテリーの商品化

日産は使用済みバッテリーの商品化を進めています。

ポータブル蓄電池 オフグリッド街灯

あらゆるエミッションへの対応

排出ガスへの対応

ゼロ・エミッション車の普及推進

グローバルで累計販売70万台(2025年3月末時点)を達成
した「日産リーフ」をはじめ、走行時に排出ガスをまったく排

出しないEVの普及は、都市部における大気汚染の改善に有
効な手段となります。日産はそのリーダーとして各国政府、

地方自治体、電力会社やその他業界とパートナーシップを締

結しながら、ゼロ・エミッションモビリティの推進およびイン

フラ構築のための検討を進めています。

内燃機関の改善

内燃機関についても、日産は早くから厳しい自主規制や排出

ガスの低減目標を定め、「大気なみにクリーンな排出ガス」を

究極の目標に、よりクリーンな燃焼を行うための技術改善、

排出ガスを浄化する触媒などの開発、燃料タンクから蒸発す

るガソリン蒸発ガスへの対応など、幅広い技術開発に取り組

み、下記の成果をあげてきました。

・「セントラCA」(2000年1月発売／米国)：カリフォルニア
州大気資源局が制定する排出ガス基準値をすべて満たし、

ガソリン車として世界初のPZEV*1認定取得

・「ブルーバードシルフィ」(2000年8月発売／日本)：日本国
内初のU-LEV*2認定取得

日産リーフ

ポータブルバッテリー from LEAF

バッテリー
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今後も内燃機関からの排出ガスについてもクリーン化への

取り組みを継続して推進していきます。

ライフサイクル評価における
地球温暖化以外の貢献

日産はLCA評価のスコープを温室効果ガス以外の
化学物質へと拡大しています。新型「キャシュカイ」

は前型車と比較し、削減対象とする全化学物質にお

いておよそ5～20%の排出量削減をライフサイク
ルで達成しており、地球温暖化以外を含む総合的な

環境負荷低減に貢献しています。

新型「キャシュカイ」のライフサイクル評価

100%

80%

60%

40%

20%

0%

欧州生産・走行（15万km）における比較

前型車
新型「キャシュカイ」

CO2

CH4

N2O

NOxSO2

PM*2

NMVOC*1

81%

82%

81%89%

94%
87%

95%

排出ガス規制への対応状況（乗用車のみ対象）

日産は、走行中の排出ガスがゼロであるEVの開発・普及
を進めるだけでなく、すべてのエンジン搭載車の排出ガス

のクリーン化を継続して推進しています。例えば2018年
10月に欧州で発売した「キャシュカイ」は、省燃費の1.3リッ
ターガソリンターボエンジンにパーティキュレートフィル

ターを搭載し、EURO 6d規制に対応しています。また日本
でも、電動化技術「e-POWER」が平成30年排出ガス規制
75%低減レベルを達成し、同時に省燃費性能も向上させ
ています。

現在の法規制への適合だけでなく、先進的な規制への対応

も進めています。地域別の排気規制への対応状況は以下の

通りです。

地域別排出ガス規制への対応状況*3

（年度）
国 規制 2024

日本 平成30年排出ガス規制
50%以上低減レベル 87%

欧州 Euro6d / Euro6e 100%
米国 LEV III ULEV / SULEV / ZEV 100%
中国 国6 100%

排出ガス以外のエミッションへの対応開始

日産は、人や自然への影響を考慮し、排出ガスだけではなく、

ブレーキやタイヤの摩耗による粉塵等、車から排出されるあ

らゆるエミッションを低減する取り組みを拡大しています。

電動車両は減速するときに、回生ブレーキを使用し、発電し

た電力でバッテリーを充電することで、エネルギーを無駄

にせず燃費を良くすることができます。また、ブレーキの摩

耗も減るため、気候変動だけでなく、大気品質の改善にも

寄与します。

欧州の次期排気ガス規制案「Euro7」には排出ガスだけで
なく、ブレーキ等からの微粒子の発生低減が盛り込まれるた

め、日産は対応する技術の検討を開始しました。

車室内の空気環境の向上

先進運転支援技術の実用化と、完全自動運転の開発が進

む現在、車室内で過ごす時間はより長時間化すると予想

され、快適で安心な空間を提供することはますます重要に

なっています。

日産では、クルマからの排出ガスのクリーン化のみならず、

より快適に過ごすことができるよう空質をはじめとした車室

内環境の向上についても研究開発を進めています。ホルム

アルデヒドやトルエンなど常温で揮発しやすい揮発性有機化

合物（VOC）についても、車室内のシートやドアトリム、フロア
カーペットなどの部材や接着剤の見直しを行い、継続的に削

減を図っています。

日産では、車室内VOCに関する各国法令や指針に準拠した
日産基準を遵守しています。

*1　NMVOC:Non-Methane Volatile Organic Compounds
*2　PM:Particulate Matter
*3　乗用車のみ
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企業活動

企業活動では、生産、物流、オフィス、販売会社を活動領域と

してさまざまな活動を推進しています。

生産においては次世代のクルマづくりコンセプト「ニッサン 
インテリジェント ファクトリー」を発表し、カーボンニュートラ
ルに向けた取り組みを進めています。

また、物流の効率化や、オフィス・販売店での再生可能エネ

ルギーの導入など、企業活動全体での脱炭素化を進めてい

ます。さらに、資源やエネルギーをライフサイクル全体にわ

たり効率的かつ持続的に活用するシステムを発展させ、サー

キュラーエコノミーの視点をいち早く取り入れることで、お

客さまや社会への提供価値の最大化に努めています。

これらの活動により、資源やエネルギーを効率的かつ持続的

に活用するとともに、使用量とエミッションの最小化に努めて

います。

*1　2023年度の実績値を見直した結果、変更が生じています。
*2　過去5年の推移はデータ集をご参照ください。　>>>P146

CO2の算定方法についてはこちらをご参照ください。　>>>P062
*3　地球温暖化対策の推進に関する法律をもとに算出した、日産自動車株式会社の国内拠点からのGHG排出量
*4　データの集計対象を変更し、財務連結グループと一致させています。
*5　NGP管理範囲での生産台数当たりのCO2排出量

カーボンニュートラルに向けた取り組み

エネルギーの有効活用による、
CO2排出量削減の取り組み

日産は企業活動においても2050年カーボンニュートラルを
目標とした活動を推進しています。カーボンニュートラルに

向けた日産での活動は、まず使用エネルギー測定・管理と省

エネルギー活動により消費エネルギーの最小化を進め、電化

への最大限の切り替え、カーボンフリーエネルギーへ代替し

ていきます。

また、さらなる機会創出に向けた技術開発を推進していきます。

スコープ１と２のCO2排出量*1

2024年度の日産グローバル企業活動によるCO2排出量*2は、

1,519千トン★（スコープ1排出量442千トン★、スコープ2排
出量1,077千トン★）となり、2023年度の1,731千トンより
12%減少しました。

（年度）
単位 2023 2024

スコープ1 kt-CO2 477 442★

スコープ2 kt-CO2 1,254 1,077★

スコープ1と2 kt-CO2 1,731 1,519★

日本 kt-CO2 984 908
北米 kt-CO2 501 401
欧州 kt-CO2 86 73
その他 kt-CO2 161 137

エネルギー起源CO2以外の
温室効果ガス(GHG)排出量*3

（年度）
種類別 単位 2023 2024

CH4(メタン) t-CO2e 5,705 4,810
N2O(一酸化二窒素) t-CO2e 1,801 2,094

HFCs(ハイドロフルオロカーボン) t-CO2e 148 121
PFCs(パーフルオロカーボン) t-CO2e 0 0

SF6(六ふっ化硫黄) t-CO2e 128 117
NF3(三ふっ化窒素) t-CO2e 0 0

生産活動での取り組み

生産活動からのCO2排出量
（生産台数当たり）*4*5

2024年度のグローバル生産台数当たりのCO2排出量は

0.55トンとなり、2018年度比で10%削減しました。

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

0.61

2018 2023

0.59

2024

0.55

（t-CO2/台）

（年度）

★ を付している開示情報について、KPMGあずさサステナビリティ株式会社により保証を受けています。
詳細はこちらをご参照ください。　>>>P061
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生産工場でのカーボンニュートラルロードマップ

日産は、2050年ライフサイクルでのカーボンニュートラ
ル実現を目指し、生産工場においてもカーボンニュートラル

を目標とした活動を推進しています。

達成に向けた取り組みを着実に推進するため、2021年10月、
生産工場において2050年カーボンニュートラルを実現する
ロードマップを発表しました。*1

-2030
・エネルギー削減/生産設備の高効率化
・一部設備&ツールの電化とバイオ燃料の適用検討
・再生可能エネルギー導入と代替エネルギー発電の
   一部適用

2030-2050
・エネルギー削減/生産設備の高効率化（継続）
・工場設備の電化+バイオ燃料の活用（地域によりバイオ燃料が有利な場合）
・再生可能エネルギー導入と代替エネルギー発電の全面適用およびCO2固定
   によるカーボンネガティブ

2018 2030 2050

ボイラー

ガス・燃料

コンプレッサー

コジェネ

エア

電気

蒸気
ボイラー

ガス・燃料

バイオ燃料

コンプレッサー

発電
SOFC

LB エア

電気

蒸気

バイオ
エタノール

バイオ燃料
（バイオメタン/バイオ成型炭 など）

発電
SOFC

LB

バイオ
エタノール

(ゼロCO2) 

(ゼロCO2) 

CO2

自動車
部品

メタネーション

*1　カーボンニュートラルロードマップはこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/210127-01-j
*2　ニッサン インテリジェント ファクトリーはこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/INNOVATION/TECHNOLOGY/ARCHIVE/NIF/

次世代のクルマづくりコンセプトの関連情報はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/191128-02-j

～2030年：工場のエネルギーを削減しながら革新的な生産

技術導入や電化を推進し、さらに再生可能エネルギーの導入

や代替エネルギーの適用拡大を進めていきます。

2030～2050年：ガスや蒸気などさまざまな動力形態で運

営されている工場設備の電化と併せてバイオ燃料を活用す

ることにより、化石燃料の使用ゼロを実施します。同時に、使

用電力については、再生可能エネルギーと代替燃料を用い

た燃料電池で自家発電した電力を全面適用することで、生産

工場におけるカーボンニュートラルを実現していきます。

生産技術の革新で2050年
カーボンニュートラルの実現を目指す

次世代のクルマづくりコンセプト
「ニッサン インテリジェント ファクトリー」*2

「電動化」「知能化」など、日産が進めている「ニッサン インテ
リジェントモビリティ」が加速することに伴い、クルマの機能

や構造がより複雑化していき、生産工程もさらなる技術革新

が不可欠となっていくため、次世代のクルマづくりコンセプト

「ニッサン インテリジェント ファクトリー」を発表しました。
ニッサン インテリジェント ファクトリーの柱である「ゼロ・
エミッション化生産システム」では、生産工場でのカーボン

ニュートラルロードマップに基づく活動を推進します。

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/210127-01-j
https://www.nissan-global.com/JP/INNOVATION/TECHNOLOGY/ARCHIVE/NIF/
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/191128-02-j
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2050年カーボンニュートラルに向けた
生産工場の主な取り組み

グローバルにおける省エネルギー活動
（新技術導入、運用改善）

生産過程におけるCO2排出の主要因は、化石燃料を使用した

エネルギー消費です。日産は、生産過程におけるエネルギー

消費とCO2排出量が最も少ない自動車メーカーとなるよう、

さまざまな省エネルギー活動に取り組んでいます。

車両生産技術分野での取り組み

車両生産技術の分野では、塗装工程への3ウェット塗装技術と
低温焼き付け技術を推進し、ボディとバンパーの同時塗装を

実現しています。生産工場から排出されるCO2の約30％は
塗装工程に起因しており、同工程における工程短縮・撤廃、低

温化がCO2排出量削減につながります。日産が導入した低温

3ウェット塗装技術は、これまでボディ塗装とバンパー塗装で
別々に設けていた塗装工程を、ボディとバンパーを同時に塗装

することでひとつに集約しており、塗装工程からのCO2排出量

を従来比25％以上削減*1することを可能にします。日産はこ

の技術を日産ニッサン インテリジェント ファクトリー(2021年
稼働）から採用しており、今後の塗装工場新鋭化に伴い順次拡

大採用していきます。また従来、ブースから排気する空気を再

利用する際に、必要な湿度へ調整する除湿処理が必要でした

が、乾式とすることで除湿する必要がなくなり、エネルギー消

費量を従来の半分以下に削減できます。英国サンダーランド

工場の塗装工程（2018年9月稼働開始）で採用しています。

*1　日産調べ
*2　2003年に日本、2013年に欧州、メキシコ、中国に設置
*3　日産調べ

ボディ・バンパー同時塗装

塗装工程

焼付工程

塗装工程

焼付工程

ボディ塗装
140℃ 焼き付け

バンパー塗装
85℃ 焼き付け

85℃ 焼き付け

ボディ+バンパー
同時塗装

従来2つあった工程（左図）を、新技術でボディ・バンパーを同時に塗装しひとつ
（右図）に集約することと低温（85℃）で乾燥させることでCO2排出量を削減した。

パワートレイン生産技術分野での取り組み

パワートレイン生産技術の分野では、主にアルミ鋳造の溶解

工程や熱処理工程のCO2削減に取り組んでいます。従来の

溶解工程は、3－4t/Hrの溶解能力の大型炉を工場毎に配置
し、アルミ溶湯を取鍋付きフォークリフトで各鋳造機保持炉

へ運搬、配湯する方式でした。これを、鋳造機1台に必要な
最低限の能力を有した小型溶解炉を各鋳造機横に配置し、

ロボットで溶湯を鋳造機保持炉に配湯する方式を採用しま

した。この方式により、溶湯運搬による温度低下ロスが無く

なり、溶解温度を約100℃下げることを可能になりました。
また各鋳造機の操業度に応じて溶解炉を停止することが可

能になり、全体では約20％のCO2削減を実現しました。こ

れらの活動により一般社団法人日本能率協会主催の2024  
GOOD FACTORY賞を受賞しました。

溶解・配湯方式の変更
大型溶解炉
（集中溶解炉）

新しい溶解・配湯方式

小型溶解炉
（手許溶解炉）

R/B 配湯

R/B 配湯

R/B 配湯

レードル車で
各機に配湯

従来の溶解・配湯方式

NESCOによる省エネルギー活動
日産はグローバルの各拠点から必要な設備提案を募り、投資

額当たりのCO2排出量削減が大きい案件に対して優先的に

資金を配分しています。日本拠点では投資することで老朽化

した設備を最新の高効率設備に更新し、エネルギー消費効

率を大幅に向上させています。

設備の運用面では、照明や空調設備を細かく管理し、エネル

ギー消費量やロスの少ない操業を徹底しています。日本で先

行した省エネルギー技術を世界の各工場に普及させるととも

に、各国の工場が相互に学び合い、ベストプラクティスを共有

しています。また、日本のほか、欧州、メキシコ、中国、インドに

設置した「エネルギー診断チーム（NESCO：Nissan Energy 
Saving Collaboration）」*2が、各管轄地域の工場において

省エネルギー診断を実施し、2024年度は約4万1,172トンの
CO2排出量削減*3につながる対策を提案しました。

電力の調達については、日産全体のCO2排出量、再生可能エ

ネルギー使用率、コストのバランスを考慮しながら、それぞれ
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の目標を達成する最適なサプライヤーを選定しています。

こうした活動を推進した結果、2024年度の生産工場におけ
るCO2排出量は生産台数当たり0.55トンとなり、2018年度
比で10％削減することができました。

生産設備電化の適用拡大

カーボンニュートラル達成には、化石燃料設備の電化が不可

欠です。そのため、鋳造のアルミ溶解炉やガス加熱装置の電

化を進め、さらに各種熱処理炉やコークスを燃料とするキュ

ポラの電炉化も計画しています。

またエネルギー効率の低い圧縮エアの電化もCO2排出削減

に効果があるため、組立工程のエアツールの電動ツール化

や、加工工程のエアブローによる水切りを真空乾燥に切り替

えるなど、圧縮エアの使用量削減に取り組んでいます。

このような生産設備電化の適用拡大を今後も推進していき

ます。

■ 電化（アルミ溶解レードル加熱)

ガス直火加熱

電化（遠赤ヒーター）

現状 (キュポラ)

■ 電化（鉄鋳造）

コークス

電化 (高周波誘導炉）

炉蓋 出湯口

コイル
継鉄
炉壁電極

■ 電化（ツール）

エアツール

電動ツール

*1　PPA（Power Purchase Agreement：電力販売契約）
*2　SOFC(Solid Oxide Fuel Cell)：固体酸化物型燃料電池
*3　定置型発電システムに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/240306-02-j

再生可能エネルギーの推進

日産は、各拠点の地域特性に合わせ、自社の設備による発

電、クリーンエネルギーの調達、そしてPPA*1事業者との契

約による再生可能エネルギーの導入促進という3つのアプ
ローチのもと、再生可能エネルギーの利用と社会普及の推

進をしています。

自社の設備による発電については、英国のサンダーランド工場

で風力発電機を10基導入、出力は6.6MWに達しています。
2023年度には風力発電のタービンをアップデートするなど、
効率的な発電を検討し続けています。いわき工場では、太陽

光発電を工場見学者ゲストホールの電力に活用しており、余

剰電力は「日産リーフ」の中古バッテリーに蓄電することで、

エネルギーの安定供給と資源の有効活用を両立しています。

クリーンエネルギーの調達としては、インドのRenau l t 
Nissan Automotive India Private Limitedで風力発電、
太陽光発電、バイオマス発電を積極的に採用しています。

2024年度では使用電力に占める再生可能エネルギーは年
間平均で約82％、月平均は最大で98%となりました。
PPA事業者との契約により、2023年度には東風日産乗用車
公司（DFL）の花都工場で約20MW、常州工場で３MW、鄭州
工場で5MWの太陽光発電の稼働を開始しました。また英国
のサンダーランド工場、マレーシアのタンチョンモーターでそ

れぞれ20ＭＷなど、グローバル各拠点で太陽光発電等を導
入し、着実に再生可能エネルギーの利用を推進しています。

サンダーランド工場での太陽光発電

代替エネルギーを用いた自家発電

日産は、2016年に固体酸化物形燃料電池（SOFC*2）を発電

装置とした燃料電池システム「e-Bio Fuel-Cell」の技術を、
自動車の動力源として世界で初めて車両に搭載しました。

その車載用SOFC開発の経験を生かし、本技術を定置型
発電システム*3へ応用していきます。2024年3月6日、バイオ
エタノールを使用して高効率に発電する定置型発電システム

を開発し、同社栃木工場にてトライアル運用開始を発表しま

した。今後トライアル運用を通して、発電量を向上させなが

ら、2030年からの本格運用を目指します。

SOFC等の自社での発電

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/240306-02-j
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SOFCシステムと共に重要なのは発電用バイオエタノール
の調達です。植物由来のバイオエタノールはSOFC発電時
にCO2を放出しますが、そのCO2は植物が成長する過程で

大気中のCO2を吸収したもので、CO2の増加をゼロに近づ

けることができる「カーボンニュートラルサイクル」の実現に

貢献しています。日産はバイオエタノールの原料作物として

イネ科のソルガムに着目し、調達に向け研究開発に取り組ん

でいます。ソルガムの特徴は、生育が早く年間に複数回の収

穫が可能で、高い環境適応能力があることです。これらの特

徴から、幅広い地域や気候条件で栽培が可能で、安定調達に

適していると考えています。また、子実は食料として利用さ

れ、絞りカス（バガス）はバイオマス発電燃料や家畜飼料など

への利用が期待されています。2024年から小規模なソルガ
ムバイオエタノールの製造実証実験を開始しました。ソルガ

ム栽培からバイオエタノール製造に至る全工程を実証し、本

格運用に向けて課題解決と準備を進めています。

カーボンニュートラルを実現するEV生産ハブ
「EV36Zero」
日産は、ライフサイクル全体でのカーボンニュートラ

ル実現を目指し、EVの開発・生産だけではなく、車載
バッテリーの蓄電池としての活用や、二次利用など、包

括的な取り組みを行ってきたパイオニアです。欧州に

おけるカーボンニュートラルの実現に向け、パートナー

とともに、自動車産業の次のフェーズを切り拓くべく、

世界初のEV生産のエコシステムを構築するハブとして
「EV36Zero」を2021年7月に公開しました。

•新世代のクロスオーバーEVを英工場（サンダーランド
工場）で生産

•AESC社はサンダーランド工場の隣接地に新たな年間
生産能力9GWhのギガファクトリーを建設

•再生可能エネルギーを利用した「マイクログリッド」から
100%クリーンな電力をサンダーランド工場に供給

•EV用バッテリーをエネルギーストレージとして二次利
用することで、究極のサステナビリティを実現

•この包括的なプロジェクトにより、サプライヤーを含め、
英国に6,200名の雇用を創出

EV36Zeroにより日産は、サンダーランド工場を中心に
カーボンニュートラルへの取り組みを加速させ、ゼロ・エ

ミッション実現に向けて、新たに360度のソリューション

を確立します。

この革新的プロジェクトには、日産とAESC、そしてサン
ダーランド市議会によって10億ポンドが投資され、EV、
再生可能エネルギー、バッテリー生産という相互に関連

した3つの取り組みによって、自動車業界の未来の青写
真を示しています。

このプロジェクトで得られた経験・ノウハウを他の地域に

も共有し、グローバルでの競争力を高めていきます。
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物流分野での取り組み

日産はライフサイクル全体でのカーボンニュートラル達成に

向け、物流分野でも2030年に向けた明確なロードマップを
策定し積極的に活動を進めています。具体的な取り組みとし

て以下の活動を実施しています。

距離短縮：効率的な物流設計を通じて輸送距離を最小限に

抑えています。

荷姿改善：荷姿仕様や部品形状を最適化して輸送量を削減

しています。

積載向上：ルートや頻度を最適化して輸送積載効率を向上し

ています。

2024年には、ゼロ・エミッション生産システムを目指す栃木の
ニッサン インテリジェント ファクトリーで生産される日産アリア
の輸入部品を本牧専用埠頭から輸送する際に、従来のトラック輸

送から鉄道輸送に切り替え、環境負荷の低減を実現しています。

さらに、環境対策に取り組む物流パートナーとの連携をグ

ローバル各地で強化し、モーダルシフトや環境対応燃料船の

活用、電動トラックの導入を進めています。特に、欧州向け完

成車輸送は80%以上をLNG船で行っています。
2024年度の物流からのグローバル台当たりCO2排出量は

0.54トンとなり、削減率は2018年度比で、-7.9%となりました。

日産アリア輸入部品の鉄道輸送を開始

物流からのCO2排出量（生産台数当たり）

0.48

2022

0.54

2024

0.53

2023*1

0.51

20212018

0.58

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

（t-CO2/台）

(年度)

物流からのCO2排出量

2024年度の物流からのCO2排出量は1,774千トンとなりま
した。

（年度）
単位 2023*1 2024

合計*2 kt-CO2 1,981 1,774
インバウンド*3 kt-CO2 552 505
アウトバウンド*4 kt-CO2 1,429 1,269

海上 ％ 37.0 38.1
トラック ％ 57.3 56.1
鉄道 ％ 3.1 3.4
航空 ％ 2.6 2.5

オフィスでの取り組み

日産は、日本、北米、欧州、中国のオフィスにおいてCO2マネ

ジメントを推進し、CO2排出量を削減することを目指していま

す。日本では日産トレーディング株式会社が特定規模電気事

業者（PPS：Power Producers & Suppliers）として、CO2

排出量とコストを考慮しながら環境負荷の少ない電力を調達

しています。海外拠点では欧州拠点を中心にオフィスでの再

生可能エネルギー導入を拡大しています。

さらに、エネルギー診断専門チームNESCO（Nissan 
Energy Saving Collaboration）を日産テクニカルセンター
（NTC）に立ち上げ、オフィスにおいても省エネルギー診断
を実施してCO2排出量削減を推進しています。

オンライン会議ツールを活用することで、グローバルに出張

を減らすなど、CO2マネジメントのほかにも環境に配慮した

取り組みを推進しています。

*1　2023年度の実績値を見直した結果、変更が生じています。
*2　CO2排出量には当社生産拠点への部品の輸送、ならびに当社生産拠点から販売店への輸送が含まれます。
*3　インバウンドには部品調達・KD（現地組み立て用）部品の輸送と返却容器の輸送が含まれます。
*4　アウトバウンドには完成車・サービス部品の輸送が含まれます。※ 過去5年の推移はデータ集をご参照ください。　>>>P148
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グローバル本社での再生可能エネルギー導入の取り組み

神奈川県横浜市のグローバル本社では消灯などの日常改

善やLED化の展開などによる省エネルギー活動を推進する
とともに、再生可能エネルギーの導入によるCO2排出量の

削減に取り組んでいます。2011年に約40kW太陽光発電設
備を導入しました。発電した電力は、本社ビル内の「日産リー

フ」のリチウムバッテリーに蓄えられたのち、敷地内に設置さ

れたEV向けの充電システムに使用されています。また発電
した電力余剰分は、構内の電力として有効活用しています。

2024年度は、グローバル本社で使用する電力と熱エネル
ギーは100%再生可能エネルギーに置き換えられています。

*1　建築環境総合性能評価システム：Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency

グリーンビルディングポリシー

日産はISO14001の環境影響評価のマネジメントプロセスに
基づき、新築や改修工事の際に、環境配慮の面で最適化され

た建物仕様を重視しています。CO2排出量が少なく環境負荷

の低い建物や、廃棄物などの少ない工事方法の立案、さらに有

害物質の使用削減などの品質管理を評価項目としてあげると

ともに、日本においては建築物の環境性能を総合的に評価す

る国土交通省のCASBEE*1をひとつの指標としています。

既存の建屋では、グローバル本社ビルがCASBEEの最高評
価である｢Sランク｣を取得し、神奈川県厚木市の日産先進技
術開発センター（NATC）に続く2件目の取得となりました。
グローバル本社ビルは、自然エネルギーの有効活用とCO2

排出量の削減、水のリサイクル、廃棄物の大幅な削減が評価

され、建築物の環境性能効率を示すBEE値が新築としては
過去最高の5.6と、日本最高レベルの環境性能を持つオフィ
スビルとして認証されました。

販売会社での取り組み

日産は、日本の販売会社においても、CO2マネジメントを推

進しています。多くの店舗で高効率空調や断熱フィルム、天

井ファン、LED照明などを採用しているほか、店舗によって建
て替え時に日中の太陽光を取り込む照明システムや断熱材

を取り入れた屋根を採用するなど、省エネルギー活動を継続

的に進めています。

また、2000年4月、ISO14001認証に基づいた日産独自の
環境マネジメントシステム「日産グリーンショップ」認定制度

を導入し、環境への取り組みを推進する活動のひとつとして、

省エネルギーなどCO2削減活動を推進しています。

「NGP2030」に基づく統一した考えに沿ってCO2削減活動

が実施できるように基準書を設定し、電気使用量の削減や照

明のLED化など具体的な方策が各社の活動計画に落とし込
まれています。
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カーボンニュートラル店舗の取り組み

北陸の富山県にある日産サティオ富山「高岡インター店」は、

2022年12月、カーディーラーとしては北陸初のカーボン
ニュートラル店舗となり、2023年7月には、県内2店舗目とな
るカーボンニュートラル店舗「富山東店」を設立しました。

高い断熱性能を有する建物に加えて、高効率空調、センサー

を用いた照明制御の導入などにより、基準一次エネルギー消

費を63％まで削減し、「ZEB*1Ready（ゼブレディ）」の認証
を取得しています。また屋外展示場の屋根には、太陽光発電

パネルを設置し自社での発電を行うとともに、自社の発電量

では不足する電気については、富山県の水力発電所で発電

された再エネ電気メニュー「とやま水の郷でんき*2」を活用

することで、富山県産である「産地価値」を活かした再生可能

エネルギーを使用しています。これらの活動を通して、省エ

ネルギーと創エネルギーを実現するカーボンニュートラル店

舗を実現しています。日産サティオ富山では、日本電動化ア

クション「ブルー・スイッチ」を推進し、電気自動車、V2H*3を

活用した地域課題解決を図り、これら基幹店舗を中心に、富

山県のカーボンニュートラル実現に貢献し、電気自動車およ

び電動車のさらなる普及に努めていきます。

*1　ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）　快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物。
*2　富山県営水力発電所から生み出される電気とその環境価値を活用した再エネ電気メニュー。　電気の使用にともなう二酸化炭素の排出量がゼロとなる環境価値はもちろん、水力発電所由来の電気である「特定電源価値」、さらには富山県産である「産地価値」を附帯している付加価値の高い電気。
*3　V2H(ヴィークル・トゥ・ホーム)　電気自動車から電気を取り込み、建物へ給電するシステム。　災害等の停電時には、電気自動車から電力供給し、事務所、会議室などの照明、コンセントを使用することが可能となる。

へらす

省エネ

つくる

創エネ

従来の建物で
必要なエネルギー 0 CO2

排出量が
実質ゼロ

ZEBで使う
エネルギー

ZEBで創る
エネルギー

ZEB

（　　　　　　）ネット・ゼロ・
エネルギー・ビル

とやま
水の郷でんき
（水力発電）

太陽光
発電パネル

太陽光
発電モニター

非常コンセント
停電時にも使用できる
コンセント。

キュービクル
高圧受電設備

急速充電器 V2H*3

システム

平常時 停電時
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サーキュラーエコノミーの取り組み
（資源循環とモビリティの活用）

日産は、クルマに必要な資源の効率的かつ持続的な利用とク

ルマの最大限活用を推進しています。

より少ないエネルギーでの資源循環を目指し、クルマを修理

しながら使うリペア、可能な限り部品やユニットとしての再利

用を図るリユース・リビルド、そして素材としての循環を行う

リサイクルを通じて、資源再利用を積極的に進めます。また、

新規資源を使用する場合においても、資源の循環性を考慮し

た、環境影響の小さい資源利用を目指します。

日産のサーキュラーエコノミー
少ないエネルギーで資源の循環利用 クルマを最大活用

リサイクル

リビルト

リユース

リペア

設計
調達
生産

コネクテッド

ビヨンドモビリティ

少ないエネルギー資源で資源の有効利用

「設計・調達・生産」における資源の有効利用

希少資源の削減

EV、HEVおよびe-POWER用の永久磁石式モーターにはレ
アアースと呼ばれる希少資源が使用されています。レアアー

スは資源の偏在や需給バランスによる価格変動が懸念され

*1　化学物資のガバナンスに関する詳細はこちらのページをご参照ください。　>>>P018
*2　3Dプリンターに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/release-abe1d9572c0dbf098bf54c66e927c947-210315-01-j

ており、その使用量削減が課題となっています。

日産はレアアースの中でも希少性の高い重希土類を継続

的に削減し、2020年「ノート e-POWER」では2010年比
85％削減した磁石を採用しました。さらに2022年「日産アリ
ア」では磁石を使用しない巻線界磁式EV用モーターも採用
しています。磁石を使用するモーターに対しても、重希土類

元素ゼロ化を目指した研究開発を進めていきます。

駆動モーター向け磁石における重希土類使用量
（%）
100

80

60

40

20

0 日産リーフ 日産リーフ ノート e-POWER、 
日産リーフ etc.

ノート e-POWER
etc.

(2010～) (2012～) (2016～) (2020～)

-40%
-70%

-85%

重
希
土
類
使
用
量（
2
0
1
0
年
比
）

化学物質の適正な利用

日産では、化学物質のハザードやリスクの選定基準を、法令

遵守以上のレベルで見直しを行っており、世界で検討が進ん

でいる物質も積極的に制限しています。その結果、2024年
度の指定化学物質数は7,987へと増加しています。これは将
来のリペア、リユース、リビルト、リサイクルといった資源の循

環に必要な取り組みと考えています。*1

2020

5,304

7,593 7,598

2021 2022 2023

7,987

2024

指定化学物質数

（年度）

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

5,290

「リペア・リユース・リビルド」における
資源の有効利用

リペアの対応

金型を用いることなくボディパネルを成形する「対向式ダイレ

ス成形」や、3Dプリンター*2などの新技術により、多品種少量

生産が求められるアフタ―サービス部品や旧型車の補修部品

の延長生産が可能となります。これにより、クルマを修理しなが

ら利用することができ、廃棄物の発生の抑制に貢献します。

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/release-abe1d9572c0dbf098bf54c66e927c947-210315-01-j


Nissan Motor Corporation Sustainability data book 2025

Corporate direction 社会性環境 データ集ガバナンス目次

環境方針 環境に対する認識 戦略的アプローチグローバル環境マネジメントのガバナンス ニッサン・グリーンプログラム バリューチェーンでの活動実績 第三者保証

053

リチウムイオンバッテリー二次利用事業
「４RE」の推進
日産のEVに搭載した蓄電池は、クルマでの使用後も高い性
能を有しています。また今後EVが普及し買い替えが進むこと
で二次利用が可能な蓄電池は供給が大きく増加することが

見込まれています。日産は電気自動車(EV)に搭載されるリチ
ウムイオンバッテリーの再利用事業を推進しています。*1

リビルトパーツを拡大

使用済み自動車の部品や、修理の際に交換した部品の中に

は再生可能なものが含まれています。日本ではこれらを回収

し、適切な品質確認を行ったうえで、修理用のリサイクル部品

「ニッサングリーンパーツ」として市販しており、分解整備を

施して消耗部品を交換した「リビルト（再生）部品」と、「リユース

（中古）部品」*2の2種類があります。
日産は、これらニッサングリーンパーツの取り組みを日本、欧

州、北米を中心にさらに加速することで、限りある資源を有効

利用しつつお客さまへの安定した部品の供給を目指します。

日本におけるニッサングリーンパーツの対象部品の例

オルタネーター スターターモーターエアコンコンプレッサー

*1　リチウムイオンバッテリーの再利用事業に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P042
*2　一部取り扱っていない販売会社があります。
*3　Laser-Induced Breakdown Spectroscopy

「リサイクル」における資源の有効利用

再生材使用拡大への取り組み（鉄・非鉄）

日産車に使用する材料は、重量比で鉄60％、非鉄11%、樹
脂19%、その他11%（2024年実績)で構成されています。
日産は、天然資源使用量をさらに低減するため、それぞれの

材料で再生材の使用拡大に向けた取り組みを進めていま

す。鉄とアルミニウムについては、生産時に発生する端材を

減らす工夫に加え、発生した端材を自動車用の材料に再生す

るクローズドループ・リサイクルの取り組みをグローバルで

推進しています。

現在、「エクストレイル」「ローグ」「キャシュカイ」を生産する

アルミのクローズドループリサイクル

廃アルミニウムをリサイクルす
ることで、原材料から同程度の
アルミニウムをつくるのに必
要なエネルギーの90％以上を
節約することができます。

スクラップは、大型エア搬送シス
テムによって細断し、分離回収され
ます。

分離回収したスクラップを、
サプライヤーに還元します。

アルミ板から、ボンネットやドアを型抜きします。
プレス工程 新型「ローグ」

スクラップはアルミ板に加工され、
新型「ローグ」の生産用に再出荷され
ます。

アルミ板

アルミニウムを材種毎にきちんと区別された状態で回収することで、
高品質のスクラップをサプライヤーに還元することができます。回収
したアルミニウムが、材種毎に適したパーツで利用されます。

アルミニウムの分離回収プロセス

日産自動車九州や北米・欧州の生産拠点において、アルミ

メーカーと協働し、製造時に発生したアルミニウムの端材

スクラップを自動車用アルミ板にリサイクルするクローズド

ループ・リサイクルを採用しました。このプロセスにおいて

は、端材スクラップの選別回収をすることで不純物混入を抑

え、品質低下のない水平リサイクルを実現し、新規採掘資源

（アルミニウム新塊)の使用量削減に貢献します。廃車や市
場で発生するアルミのロードホイールスクラップについて

も、日産の品質に適した材種を選別・異物除去し、サスペン

ション部品に採用しています。軽量化のために推進している

アルミドアなどについても、選別精度の向上や、成分組成の

制御による成形性の担保などにより、廃車からのクローズド

ループ・リサイクルを目指します。

アルミの水平リサイクル

アルミロードホイール
スクラップの回収・
材種選別・異物除去
（パートナー企業）

横浜工場/栃木工場での
溶解・鋳造

サスペンション部品
（スカイライン等）

アルミのアップグレードリサイクル

フード外観側

フード内側

ELV由来アルミフード
(5000系+6000系+鉄) 破砕 選別

分別精度：良

再資源化MIX
スクラップ

選別
スクラップ

5000系 Fe

6000系 Fe

6000系
アルミニウム板

5000系アルミニウム板

アルミ
高度選別
LIBS*3

エアーノズル
LIBSレーザー
クリーニングレーザー
3Dセンサー

開発品塗膜にキズ

鉄鉄
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再生材使用拡大への取り組み（プラスチック）

鉄、非鉄の再生材使用拡大への取り組みに加え、プラスチッ

クについても日産はリサイクル材の使用拡大に向けた取り組

みを推進しています。車両に適用した原油由来のプラスチッ

ク材料は、廃車後にそのほとんどが自動車シュレッダーダスト

(ASR)となり、サーマルリカバリーという形でエネルギーを
回収しています。一方で、リサイクルプラスチックは従来の材

料に比べ、材料製造時のCO2の発生量を抑制する事ができ、

資源の有効利用・廃棄物の削減に大きく貢献します。

日産は、プラスチック材料のサーキュラーエコノミー構築の

ため、マテリアルリサイクルプラスチックやケミカルリサイ

クルプラスチックの研究開発を推進しています。マテリアル

リサイクルの取り組みとして、追浜工場や中国合弁会社で

ある東風汽車有限公司（DFL）における工場で発生する塗装
済みバンパーのリサイクルが挙げられます。これらは新車

用のバンパーやサービスバンパーの材料として活用してい

ます。また、日本国内の販売会社で交換されたバンパーは

再生資源として回収し、アンダーカバーなどの部品の材料

として採用し、2024年度は日本国内のディーラーで取り外
されたバンパーの50%に当たる、約7万8,000本を回収し
リサイクルしました。

また、専用処理施設にて、廃車由来の自動車シュレッダーダ

スト（ASR）が処理されていますが、ASRの約30％はプラス
チックとなっています。日産はこのプラスチックを自動車の材

料として再生するために研究開発を進めています。

また、使用後の自動車部品のリサイクルだけでなく、他産業

のプラスチック製品のリサイクルプラスチック適用開発も推

進しています。事業所内で使用している飛沫防止用パーティ

ションをリサイクルし、自動車部品として再生させる取り組み

を進めており、アクリル（PMMA）製のものはヘッドランプの
内部レンズに、ポリエチレンテレフタレート（PET）製のもの
は天井（ルーフトリム）への採用を進めています。

これら取り組みを推進することにより自動車や他産業由来の

リサイクルプラスチックの適用を進め、2031年の日本国内
生産・発売の新型乗用車において、リサイクルプラスチック

の利用率10％を目指します。

プラスチックのクローズドループリサイクル

廃車回収/解体

リユース販売廃棄焼却

回収部品

プラスチック破砕材 (PP)

破砕選別選別選別

ASR (PP/PE)ASR (MIX)

低品質 高品質スクラップ品質

原油 プラスチック材料ナフサモノマー 車両

“CO2低減最大”

マテリアルリサイクル“資源フル活用”

ケミカルリサイクル

バイオ素材

プラスチックのマテリアルリサイクル

バンパー破砕品
（塗膜有り） 塗膜剥離品 再生

プラスチック材
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使用済み自動車（ELV）のリサイクル
日産は、新車の設計段階から「3R」“廃棄物の発生抑制
（Reduce）、再使用（Reuse）、再資源化（Recycle）”の視点
を取り入れ、2005年度以降、日本および欧州市場に投入し
たすべての新型車においてリサイクル可能率95％を達成*1

しています。

また、解体事業者や破砕事業者、他の自動車メーカーと連携し

て、使用済み自動車（ELV*2）のリサイクルを進めています。日

産は2005年度以降、日本の自動車リサイクル法に基づいた
ELVのリサイクル実効率95％以上を継続して達成しています。
2024年度のリサイクル実効率は99.4%*3に相当し、政府の

定めたリサイクル実効率95％を大幅に上回りました。
日産は、他の自動車メーカー12社と自動車破砕残さリサイ
クル促進チーム「ART（Automobile shredder residue 
Recycling promotion Team）」を2003年12月に結成
し、協力して、ASR再資源化施設でのASRの処理を推進し
てきました。

これは日本の自動車リサイクル法に対応した取り組みで、日産

はASRを有効・円滑かつ効率的に再資源化するための中心的
な役割を果たしています。

ELVのリサイクルは欧州でも進められており、各国がELV指令
に基づいて契約解体事業者、契約サービス事業者、自治体、政

府と連携し、認定処理施設のネットワークを構築しています。

また、日本自動車工業会として、使用済みリチウムイオンバッ

テリーを共同で回収するスキームと適正に処理する体制を

構築し、2018年度より運用を開始しました。

*1　日本は1998年に日本自動車工業会が公表した定義とガイドラインに、欧州はISO22628に基づき算出。
*2　ELV：End-of-Life Vehicleの略。使用済み自動車。
*3　日産調べ

ELV処理のプロセス

①解体 鋼板、アルミ鋳造品、バンパー、樹脂製内装
材、ワイヤハーネス、貴金属を回収

②特定品目回収 リチウムイオンバッテリーなどの特定品目
を個別に回収

③破砕 廃車ガラを破砕し金属を回収

④ASRの再資源化

専
門
の
リ
サ
イ
ク
ル
工
程

希少資源の再利用

日産は新たな取り組みとして駆動モーター磁石からのレア

アース回収技術開発を進めています。これまでモーター内の

電動車用モーター磁石からのレアアースリサイクルプロセス
モーターを溶解 レアアースを酸化

レアアースを回収 レアアースを含んだ層を分離

フラックスを添加

モーター 加炭材 銑鉄
(せんてつ)

Fe O

Re C

酸化鉄

レアアース
フラックス

電動車用モーター

磁石をリサイクルするためには、手作業による磁石の分解

取り出し作業を含む複数の工程が必要となり、経済性が課

題となっていました。日産と早稲田大学は共同で、モーター

のローターを解体することなく、ホウ酸塩を融剤(フラック
ス)とした直接溶解によりレアアースを高純度で回収する技
術を確立しました。現在、2030年前後の実用化に向け、出
荷基準を満たさなかったモーターを活用して実証実験を進

めています。

このように日産は、電動化のキーテクノロジーであるモー

ターに関し、レアアースの使用量の削減から使用後の再利用

まで、資源を効率的かつ持続的に活用し、サーキュラー・エコ

ノミーの考えに沿った開発に取り組んでいます。



Nissan Motor Corporation Sustainability data book 2025

Corporate direction 社会性環境 データ集ガバナンス目次

環境方針 環境に対する認識 戦略的アプローチグローバル環境マネジメントのガバナンス ニッサン・グリーンプログラム バリューチェーンでの活動実績 第三者保証

056

塗装ドライブースでのリサイクル推進

2021年から稼働したニッサン インテリジェント ファクトリー
においても、リサイクルを推進しています。

従来、塗装工程で空気中に残留した塗料は、水と混合され廃

棄物となっていましたが、水を一切使わないドライブースを

採用することで、浮遊する残留塗料を100％回収し、鋳造工
程にて鉄を生成する際に、不純物除去のために使用される補

助剤の代替として、工場内でリサイクルし活用しています。

B
E
F
O
R
E

A
F
T
E
R

■ドライパウダーで塗装ミストを回収し、塗料カスをリユース
■ブース内のエアをリサイクルし、使用エネルギーを25％削減

リユース

塗料カスを
ブロック化

ドライパウダーによる塗料ミスト回収
→高効率エアーリサイクルの実現

塗料ミスト回収装置

塗料ミスト 清浄ガス

一次ドライパウダー 濾布(バッグフィルタ)

二次ドライパウダー

空調機

温度23℃／湿度65%

リサイクル
空調機

高効率エア
リサイクル

水を使用して塗料ミスト回収
↓

排気エアーが加湿されてしまい、エネルギー効率の
良い空調リサイクルができない(=使い捨て)

排気(屋外へ)

廃棄処理

塗料カス

塗料カス除去装置

水

温度：24～26℃
湿度：65～70%

給気(屋外より) 空調機

*1　リターナブル容器：部品梱包用の容器を部品納品後に発送元に返却し、繰り返し使用できるようにした容器。日産は返却時の輸送効率に配慮し、折り畳み構造を採用。
*2　2023年度実績値より集計対象を財務連結グループと一致させています。
*3　通常生産、メンテナンス、故障対応などの定常廃棄物
*4　資源依存（廃棄物）に関するデータはこちらのページにも掲載しています。　>>>P151
*5　新工程設置、設備移設、設備撤去など、非定常に発生する廃棄物
*6　*5を除いた生産拠点とオフィス拠点から発生した、定常廃棄物総量。
*7　詳細はこちらをご参照ください。　>>>P040

廃棄物対策を徹底

日産は、生産過程における3R活動（Reduce ,  Reuse , 
Recycle）を積極的に推進し、廃棄物の発生源対策と徹底し
た分別による再資源化に努めています。日本では2010年度
末よりすべての生産拠点（5工場、2事業所および連結7社）
において、海外においてもブラジル、インドなどは、生産段階

で再資源化率100％を達成しています。
また、日本を含めたグローバルの生産工場において、輸出入

部品の梱包資材の削減、海外拠点間の部品の物流、プラス

チック容器やリターナブル容器*1を繰り返し使用するなど、

廃棄物の削減に取り組んでいます。

さらに開発段階から部品形状を最適化する物流サイマル活

動を行い、梱包資材の使用量削減を行っています。また梱包

資材選択段階で、リサイクル素材を選定、炭素繊維強化プラ

スチック(CFRP)のリサイクル技術開発にも積極的に取り組
んでいます。

廃棄物実績*2

2024年度の定常廃棄物発生量*3*4は、グローバルの企業活

動全体で150,642トン、生産工場で145,678トンとなりまし
た。（生産工場の非定常廃棄物*5は10,226トン）

企業活動での定常廃棄物発生量*6

（年度）
2023 2024

合計 155,857 150,642

地域別内訳

日本 57,646 54,910
北米 50,814 50,856
欧州 44,551 43,142
その他 2,846 1,734

処理方法別内訳

リサイクル 146,332 142,013
焼却廃棄物 1,997 1,352
埋立廃棄物 7,528 7,277

（単位：ton）

クルマの最大活用：
モビリティサービス・コネクテッド
クルマの電動化やコネクテッドカーの技術を通じ、ライドシェ

アなど新たなモビリティ―サービスの提供やエネルギー源と

しての活用を推進し、クルマから人、社会へとつながるサー

ビスを拡大しています。モビリティサービス・コネクテッドで

クルマの最大活用についても検討をしています。*7
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企業活動の自然への依存と影響（水・大気）

水に関する実績

企業活動における水使用量の削減

日産では水を地域性のある課題と捉え、渇水リスクの高い地

域では排水のリサイクル、雨水の有効活用など、優先的に水

使用量を削減する活動を行うとともに、地域の水課題への貢

献も行っています。また、すべての生産工場で水使用量の管

理・削減に取り組み、工場ごとに切磋琢磨しながら新たな水

削減活動を行っています。

水使用量削減に向けて、インドのチェンナイ工場やメキシコ

のアグアスカリエンテス第2工場では雨水利用を目的にため
池を整備し、インドのチェンナイ工場、中国の花都工場、日本

の追浜工場などでは廃水のリサイクル設備を導入していま

す。中でも水資源が貴重な流域に位置しているチェンナイ工

場は、水使用量の削減に加え、工場周辺の池や湖の再生にも

取り組んでいます。こうした取り組みが評価され、2023年度
には優れた水資源管理において、2024年度には排水管理と
再生利用において、インド工業連盟（CII：Confederation of 
Indian Industry）から2年連続表彰されました。
また工場以外のオフィス拠点でも水資源の有効利用に向け

て活動をしています。例えば日本のグローバル本社では、雨

水・雑排水・厨房排水をリサイクル処理した後、飲用以外の

用途に利用し、水使用量の削減に努めています。

これらの活動が評価され、CDPの水セキュリティ部門で6年
連続の最高ランクであるAリスト企業に認定されました。 

インド工業連盟から表彰されたチェンナイ工場

インドチェンナイ工場での
Water Positiveに関する取り組み
水資源の取り扱いが生活に大きく影響するインドにおい

て、工場では、水使用量削減のため逆浸透膜による水処

理設備を導入し、生活廃水を処理後、製造工程やクーリ

ングタワーの冷却水として再利用を行っています。これ

により削減された水の量は年間約7万8,000キロリット
ルで、約32万世帯が1日で使う水の量と同等です。
また、地域における水利用を重要と考え、工場周辺の池や

湖の再生にも取り組んでいます。2020年にはシザーリ
湖の再生を完了し、2023年に6つの村の主要な水源と

Water Positiveの証書（プラチナカテゴリー）

 
 
 
 

CERTIFICATE OF 
CONFIRMITY 
 
This is to certify that 

 
RENAULT NISSAN AUTOMOTIVE INDIA PVT. LTD. 
ORAGADAM, KANCHIPURAM 
CHENNAI, TAMIL NADU,  
INDIA - 602105  
 
 
Water Positive Certification for Facility – Platinum Category 

 
Scope:  
          Water Positive Certification scheme developed by DQS India based on 
ISO 14046, Alliance Water Stewardship Standards & ISO 46001 

 
An audit, conducted and documented in a report, has verified that this 
management system fulfils the requirements as mentioned above with 
assessment scores as  
 

 
Water Foot-Print Assessment- 23/25-92% 
 
Off-site Impact of Water Stewardship- 130/150- 87% 
 
Overall Score- 87.4 

 
 

Certificate registration no. 
Data Verification Period: 
Date of certification 
Valid until 

 
50258624_WPA_24 
Jan-23 to Dec-23 
2024-02-26 
2025-02-25 

 
DQS India 

 

Dr. Murugan Kandasamy 
CEO & Managing Director 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

Administrative and Certification Partner at India Office: Deutsch Quality Systems (India) Pvt. Ltd., Ground 
Floor, South Wing, Vaishnavi Tech Park, Sy.No.16/1 and 17/2, Bellandur Gate, Sarjapur Main Road, 

Ambalipura, Bengaluru – 560102, Karnataka, India 

なっているオラガダム湖を含めた11の湖沼の再生を新
たに宣言しました。堆積した土を浚渫し、貯水容量を拡大

することで、飲料水の確保や生物多様性の保全に貢献し

ます。2024年2月には、工場での水使用量の削減や工
場周辺の池や湖の再生など、水に関するポジティブな活

動を包括的な水戦略に基づき実施していることが評価さ

れ、第三者による厳正な審査の上、「Water Positive」の
認証（一番高いプラチナカテゴリー）を受けました。

再生したウットゥクッタイ池
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企業活動での取水量*1

2024年度にグローバル企業活動における取水量は16,873千m3

となり、2023年度の17,794千m3と同等となりました。

2024年度のグローバル生産工場の取水量は15,761千m3と

なり、2023年度の16,620千m3と同等となりました。

（年度）
2023 2024

合計 17,794 16,873

日本 10,724 10,086
北米 4,409 4,321
欧州 1,380 1,402
その他 1,281 1,064

（単位：千m3）

企業活動での排水量*1

2 0 2 4年度のグローバル企業活動における排水量は
12,831千m3となり、2023年度の13,405千m3と同等と

なりました。
（年度）

2023 2024
合計 13,405 12,831

日本 9,448 9,132
北米 2,837 2,669
欧州 724 706
その他 396 324

（単位：千m3）

水質

化学的酸素要求量
（COD）*2 24,811 22,536

（単位：kg）

*1　2023年度実績値より集計対象を財務連結グループと一致させています。2022年度以前の実績値は非連結会社も含みます。
*2　日産自動車および日産自動車九州の4拠点
*3　GRI303に基づいて算出。消費量は水の総取水量から総排水量を差し引いた量を示しています。

日産の各工場では、廃水処理の徹底を推進しています。メキ

シコやインドの工場では、廃水処理した水を敷地の緑地維持

に活用し、敷地外への排水ゼロを実現しています。日本の工

場では、油などが流出するという万が一の場合に備えて、廃

水処理施設の排出口に水質センサーを取り付け、水質の異

常が検知された場合は自動的に敷地への排水を停止させる

システムを導入しています。また、雨水放流口にも水質セン

サーを導入し、豪雨時でも水質異常の廃水を外部に流出さ

せないよう水門を自動的に閉止させることで、水質汚濁防止

を強化していきます。これらシステムへの投資を確保し、現在

の技術ではセンサーで検知しづらい物質については技術開

発を進めています。

 
企業活動での消費量*1*3

2024年度のグローバル企業活動における水の総消費量は
4,042千m³となり、2023年度の4,390千m³より減少しま
した。

（年度）

2023 2024
合計 4,390 4,042

日本 1,277 953
北米 1,572 1,653
欧州 656 696
その他 885 740

（単位：千m3）

大気品質に関する実績

生産工場からの排出ガス管理

日本では、大気汚染物質として窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化
物（SOx）の排出に関して厳しい対策を推進してきました。
具体的には塗装工程の熱となるオーブンやボイラー設備へ

の低NOxバーナーの採用や、使用する燃料を重油や灯油
などからSOx排出量の少ない燃料へ転換するなど、NOxや
SOxの排出濃度を低減してきました。
カーボンニュートラルの観点から、今後は燃料を使用する設

備の電化が進みます。これに伴い生産工場から排出する排ガ

スの一層の削減が期待できます。引き続き、適正な管理を継

続して実施していきます。

生産工程におけるVOCの削減
クルマの生産工程から排出される化学物質のうち、9割を
占める揮発性有機化合物（VOC）の低減が課題となっていま
す。日産は各国の法規制化に先駆けて、洗浄用シンナーなど

の回収率を上げて工場外への排出量を減らすとともに、廃シ

ンナーのリサイクル率向上を計画的に進めています。同時に

VOC排出量を20g/m2以下に抑える水系塗装ラインへの切

り替えを推進しています。九州工場、メキシコのアグアスカリ

エンテス工場、ブラジルのレゼンデ工場、米国スマーナ工場、

中国花都工場、英国サンダーランド工場などでは水系塗装を

採用しています。日産では、VOC排出量を削減する活動を今
後も継続していきます。
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関連パートナーとの連携

気候変動や材料・エネルギー資源の枯渇、生物多様性の喪失

など、日産は、事業を継続するうえで多面的なリスクに囲まれ

ています。それらの環境リスクを正しく理解するため、お客さ

ま、行政府、サプライヤー含む企業、投資家、NGO/NPOなど、
直接的・間接的なパートナーとの信頼関係の構築と対話が重

要となります。日産は、パートナーとの対話を通じ特定したリス

クや発見した機会を自社の事業活動に反映させ、日産が環境

に与える負の影響の最小化とポジティブな影響の最大化を目

指し、持続可能な社会と事業の継続を実現していきます。

お客さまとの協業

日産ゼロエミッションファンド

日産ゼロエミッションファンド*1は賛同されたお客さまの電

気自動車が走行した際に排出されなかった分のCO2を集約

し、J-クレジット制度を活用し資金化します。そしてその資金
を脱炭素に関連した活動を通して社会とオーナーの皆さま

へ還元します。2024年度では過去にクレジット認証および売
却した資金の一部を、北海道美瑛町の森林保全、植樹活動に

活用しました。*2今後も、森林保全活動、環境教育、EV普及の
ための支援活動など、脱炭

素化のための社会活動に本

ファンドを活用していきます。

*1　日産ゼロエミッションファンドに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://n-link.nissan.co.jp/MANUAL/EV/ZEFUND/index.html
*2　詳細はプレスリリースをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/240624-01-j
*3　GXリーグの詳細はこちらをご参照ください。　https://gx-league.go.jp/

政府・自治体やパートナー企業との
さらなる連携

2006年から日産は中期環境計画を「ニッサン・グリーンプロ
グラム」として設定し、その目標を確実に達成することで、環

境理念である「人とクルマと自然の共生」を実現できる社会

に近づけるよう努力してきました。COP21でパリ協定が採択
された2015年、「気温上昇を産業革命以前に比べて2℃よ
り十分低く保つと共に、1.5℃に抑える努力を追求する」とい
う世界の共通目標の重要性を認識し、日産の長期ビジョンと

の整合性を改めて確認しました。IPCCの特別レポートからさ
らなるビジョンの強化の必要性を認識し、2021年1月には、
2050年までに事業活動を含むライフサイクルでのカーボン

各加入団体のスタンスレビュー結果
団体 パリ協定に対するスタンス(出所) パリ協定や当社スタンスとの整合レビュー結果

一般社団法人 
日本自動車工業会
（自工会）

•2050年カーボンニュートラル（CN）に全力でチャレンジする。
•2050年CNは、画期的な技術ブレークスルーなしには達成
が見通せない大変難しいチャレンジであり、安価で安定した
CN電力の供給が大前提であるとともに、政策的・財政的措置
等の強力な支援が必要。
(2021年4月8日 : 2050年カーボンニュートラル実現に向
けた省エネルギーのさらなる深掘りと課題・要望)

•自工会の目標である2050年カーボンニュートラルは、パリ協定で合意さ
れた目標および日産のVisionと一貫性を確認。

•CEOのイヴァン・エスピノーサは自工会副会長であり、各委員会分科会の
議長に当社役員が参画。

•カーボンニュートラルに向けた自動車の公平・公正なLCA評価手法の
開発に携わり、LCA分科会を通じてLCAの国際標準化に向けた取り組み
を推進。

•日産は自工会のスタンスと乖離はなく、2050年カーボンニュートラル
実現に向け、引き続き自工会と連携していきます。

一般社団法人
 日本経済団体連合会

（経団連）

•環境は事業活動や国民生活の基盤であり、サステナブルな社
会の実現は経済界の最大の関心事である。

•「2050年カーボンニュートラル」に向け政府とともに不退転
の決意で取り組む。
(2020年12月15日 : 2050年カーボンニュートラル(Society 
5.0 with Carbon Neutral)実現に向けて－経済界の決意とアク
ション－)

•経団連の目標である2050年カーボンニュートラルは、パリ協定で合意さ
れた目標および日産のVisionと一貫性を確認。

•日産は経団連のスタンスと乖離はなく、2050年カーボンニュートラル
実現に向け、引き続き経団連と連携していきます。

ニュートラルを目指すことを宣言しました。そして、2021年11
月野心的なアクションをまとめた電動化推進を含む「Nissan 
Ambition 2030」を発表しました。EVエコシステム構築に
は、政府、自治体との連携や他業種企業など幅広いパート

ナーとの協業が必要となります。政府との連携の一事例とし

て、協業の機会を拡大するために2022年当初よりGXリー
グ*3にも参画しており、気候変動の取り組みの実効力拡大に

努めています。

また、以下の表の通り所属する業界団体の気候変動へのス

タンスをレビューし、日産の目指すべき方向と一致している

ことを確認できました。所属する業界団体活動も通じ自動車

業界内での連携を引き続き実施し、パートナーとともにカー

ボンニュートラルへ継続してチャレンジしていきます。

https://n-link.nissan.co.jp/MANUAL/EV/ZEFUND/index.html
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/240624-01-j
https://gx-league.go.jp/
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サプライヤーとの連携

サプライヤーマネジメントの方針・考え方

環境目標達成には、サプライヤーとの協働は不可欠と考え、

ガイドラインの策定や説明会の実施、活動実態の把握、共同

での技術開発など、サプライヤーと連携し環境負荷低減活動

を推進しています。

日産は、2008年に「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」を
発行しました。社会要請や環境課題の変化を反映し、継続的に

ガイドラインの見直し、更新を実施しています。当社の環境理

念や中期・長期の環境目標、サプライヤーへの要求事項を共

通理解にすることで、サプライヤーによる環境負荷を軽減し、

責任ある調達を進めています。

環境活動説明会の様子

「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」におけるサプライヤ―への要求事項
気候変動 資源依存 大気品質・水 基盤強化

CO2排出量の削減活動(下記は活動の視点)
・推進体制の構築
・サプライチェーン全体でのCO2排出量の把握
・削減計画の立案/推進
・科学的根拠に基づいたCO2低減目標の設定
・フレームワークに基づく情報開示

CO2排出量の情報提供

・サステナブルマテリアルの使用推進
・サステナブルマテリアルの使用状況報告

<大気品質>
・法規制・日産基準や方針の遵守や管理
・情報提供

<水>
・水使用量の削減
・排水の水質管理
・水調査への回答

・環境マネジメントの構築
・環境影響の管理者設定
・サプライヤーマネジメント
・監査対応
・ライフサイクルアセスメントの情報提供
・環境調査への回答

発注先選定プロセスでの運用

サプライヤー選定時は、環境面も評価指標に組み込むほか、

日産のガイドラインで定める要求事項への対応に合意したサ

プライヤーと取引を行っています。

日産環境方針・NGP2030目標

サプライヤー向けガイドライン
策定・見直し

サプライヤーから
要求事項の対応合意を受領

外部指標を利用した
サプライヤー評価

取り引きの実施

実態把握（CDP調査等）

サプライヤーとの改善活動の推進

サプライヤーにおける環境データ調査

日産は、2012年からサプライヤーにおける環境データ調
査を開始し、2014年からは国際的な非営利団体CDPのサ
プライチェーンプログラムを採用しています。日産との取

引額や企業規模などをもとに抽出したサプライヤーへ、気

候変動および水に関するCDP調査を実施(2024年度回答
率:78%）。調査結果に基づき、一部のサプライヤーに対して
環境への取り組みの改善を働きかけています。

サプライヤーとのCO2排出量削減活動

サプライチェーンでの環境負荷低減活動を推進するため、日

産はサプライヤーからCO2排出量情報を入手し、サプライ

ヤー間の相対評価を実施しています。希望するサプライヤー

に対して、サプライヤー間でのCO2削減の進捗情報や日産

の期待値、改善方策等を共有することにより、サプライヤー

でのさらなるCO2削減活動に繋げています。

サプライヤーとの連携として、2027年度以降に生産を開始
する全車で、アルミニウムを原材料とする部品に低CO2アル

ミニウムの適用を進めていきます。
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第三者保証第三者保証

独独立立業業務務実実施施者者のの限限定定的的保保証証報報告告書書 

2025 年 7 月 10 日 
日産自動車株式会社 
代表執行役社長兼最高経営責任者 イヴァン エスピノーサ 殿 

 
KPMGあずさサステナビリティ株式会社 

東京事務所 

業務責任者 佐藤 研一郎  

 
 
結結論論 

当社は、日産自動車株式会社（以下「会社」という。）のサステナビリティデータブック2025（以下「サ

ステナビリティデータブック」という。）に含まれる2024年4月1日から2025年3月31日までの期間の★マー

クの付されている環境パフォーマンス指標（以下「主題情報」という。）が、サステナビリティデータブッ

クに記載されている会社が定めた主題情報の作成規準（以下「会社の定める規準」という。）に準拠して

作成されているかどうかについて限定的保証業務を実施した。 

実施した手続及び入手した証拠に基づいて、主題情報が会社の定める規準に準拠して作成されていな

かったと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。 
 
結結論論のの根根拠拠 

当社は、国際監査・保証基準審議会（IAASB）が公表した国際保証業務基準（ISAE）3000（改訂）「過

去財務情報の監査又はレビュー以外の保証業務」及びISAE 3410「温室効果ガス報告に対する保証業務」

に準拠して業務を実施した。同基準における当社の責任は、本報告書の「業務実施者の責任」に記載され

ている。 

当社は、国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が公表した「職業会計士のための国際倫理規程（国際独

立性基準を含む。）」に定められる独立性及びその他職業倫理に関する規定に準拠している。 

当社は、IAASBが公表した国際品質マネジメント基準（ISQM）第１号「財務諸表の監査若しくはレ

ビュー又はその他の保証若しくは関連サービス業務を行う事務所の品質マネジメント」を適用している。

同基準は、職業倫理に関する規定、職業的専門家としての基準及び適用される法令等の遵守に関する方

針又は手続を含む品質管理システムを整備及び運用することを事務所に対して要求している。 

当社は、結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手したと判断している。 
 
そそのの他他のの記記載載内内容容 
当社の主題情報に対する結論の対象には、主題情報及びその保証報告書以外の情報（以下「その他の記

載内容」という。）は含まれない。当社はその他の記載内容を通読したが、追加的な手続は実施していな

い。また、当社はその他の記載内容に対して結論を表明するものではない。 

 
主主題題情情報報にに責責任任をを負負うう者者のの責責任任 

会社の経営者は、以下に対する責任を有する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない主題情報の作成に関連する内部統制を整備及び運用するこ

と 

・ 主題情報の作成に適合する規準を選択又は策定し、使用した規準を適切に参照又は説明すること 

・ 会社の定める規準に準拠して主題情報を作成すること 

 
主主題題情情報報のの測測定定又又はは評評価価ににおおけけるる固固有有のの限限界界 
サステナビリティデータブックに記載されているように、温室効果ガス排出量の定量化は、活動量デー

タの測定、及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性

にさらされている。 

したがって、経営者が、許容可能な範囲で異なる測定方法、活動量、排出係数、仮定を選択した場合、

報告される値が重要な程度に異なる可能性がある。 

 
業業務務実実施施者者のの責責任任 

業務実施者は、以下に対する責任を有する。 

・ 主題情報に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて限定的保証を得るために業務

を計画し実施すること 

・ 実施した手続及び入手した証拠に基づき、独立の立場から結論を形成すること 

・ 経営者に対して結論を報告すること 

当社は、業務の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行使し、職業的専門家としての懐疑心を保

持した。当社は、主題情報に関して結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手するための手続を立案

し、実施した。選択した手続は、主題情報及びその他業務環境に関する当社の理解と、重要な虚偽表示が

生じやすい領域の検討に基づいている。業務を実施するに当たり、当社は主に以下の手続を行った。 

・ 主題情報の作成に適用される規準の妥当性の評価 

・ 会社の担当者に対する、主題情報の作成に関連する主要なプロセス、システム、及び内部統制につい

ての質問 

・ 分析的手続（傾向分析を含む）の実施 

・ 重要な虚偽表示リスクの識別・評価 

・ リスク評価の結果に基づき選定した日産自動車株式会社 追浜工場における現地往査 

・ 主題情報に含まれる数値情報についてサンプルベースによる再計算の実施 

・ 抽出したサンプルに関する入手した証憑との突合 

・ 主題情報が規準に従って表示されているかどうかの評価 

限定的保証業務で実施される手続の種類と時期には幅があり、合理的保証業務に比べて手続の範囲が

限定されている。したがって、限定的保証業務で得られる保証の水準は、合理的保証業務が実施されてい

れば得られたであろう保証水準よりも低い。  
 

以 上 

上記は保証報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社及びKPMGあずさサステナビ

リティ株式会社がそれぞれ別途保管しています。 
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（注記）第三者保証にかかわるCO2排出量の算定方法

■ 日産自動車および連結子会社からのCO2排出量：GHG
プロトコルを参照した社内基準に基づき、サプライヤーか

らの請求書をベースとするサイト内での各エネルギー投

入量データに、日産自動車および各連結子会社にて一般

に入手可能なCO2排出係数をそれぞれ乗じて算定。

【電力】

・日本：環境省が公表する「電気事業者別排出係数一覧

（令和6年提出用）」の調整後排出係数
・ 日本以外：各拠点契約の電気事業者別の排出係数を
使用、電気事業者別の排出係数が入手できない場合は

IEA emission factorsの国別排出係数を使用
【電力以外】

・日本：環境省『温室効果ガス排出量 算定・報告・公表
制度における算定方法・排出係数一覧』の排出係数

・日本以外：各国公表の排出係数

 
■ 購入した製品・サービスにおけるCO2排出量：2024年
度実績から算定式を改定。サイズやパワートレインに基

づき定義したセグメント別の主要製品毎に、クルマ1台あ
たりの原材料投入量に対してSphera Solutionsのデー
タベース(GaBi)を適用し1台あたりのCO2排出量を算定

し、各々に2024年度の年間グローバル販売台数（一部、
生産台数含む）を乗じてCO2排出総量を算出した。

■ 販売した製品の使用に伴うCO2排出量：2024年度実績
から算定式を改定。使用に伴うクルマ1台の走行距離当
たりの平均CO2排出量（地域別）に、廃棄されるまでの推

計平均走行距離（地域別）と2024年度の自動車販売台
数を乗じて算出。使用に伴うクルマ1台の走行距離あた
りの平均CO2排出量は、GLECフレームワークのWell to 
Wheel係数を適用し、燃料採掘からタイヤ駆動までを算
定対象範囲とした。日産自動車の主要市場（日本、米国、

欧州、中国）については市場ごとの平均的な排出量、その

他の国については主要市場の排出量を用いて推定した。

廃棄されるまでの推計平均走行距離は、公表されている

国別の市場走行距離データをもとに設定した。

 
■ CO2排出量の定量化は、活動量データの測定、および排出

係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の

決定に関する科学的不確実性にさらされている。
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